
　　　電話番号　　０２２５-２２-７７１１

　　　（夜間）　　０２２５-２２-７７１１

　　担当部局（課）名  事務部

　　　　　　　　　　　　　　　注１

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　職名・氏名　　次長
ジチョウ

　今野
コ ン ノ

久男
ヒ サ オ

　作成担当者

学校法人専修大学　　　

[平成２５年度設置］

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

石巻専修大学　人間学部

　　　計画の区分：学部の設置

平成２８年５月１日現在

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（◇◇学部（平成◇◇年度より学部名称変更））

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０２２５-２２-７７１０

　　　ｅ－mail　　isu-kikaku@isenshu-u.ac.jp

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には設置時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

　　　３　大学番号の欄については，平成２８年３月３０日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

認可

大学番号：０２３
注３



＜人間文化学科＞

＜人間教育学科＞
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ヒダカ　ヨシヒロ ）

日　髙　義　博

（平成１８年１１月）

（ サカタ　 タカシ ） （ オイケ マモル ）

坂　田　　　隆 尾　池　　守

（平成１９月４月） （平成２８月４月）

（ ヤマザキ　ショウイチ ）

山　崎　省　一

（平成２５年４月）

（ マツザキ　トシユキ ）

松　﨑  俊　之

（平成２５年４月）

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人 専修大学

前任が任期満了のため変
更（28）

　　　　石巻専修大学

　　　　宮城県石巻市南境新水戸１番地

学 部 長

人間文化学科
主任教授

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

（２） 大　学　名

　　　〒９８６－８５８０

（３） 大学の位置

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は，各職に相当する職名の方を記載してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２８年度に報告する内容　→（28）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２６年度に報告済の内容　→（26）

　　　　記入してください。
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　　　・　なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は，平成２５年度開設の４年制の学科の場合（平成２８年度までの４年間）ですが，開設年度・

　　　

人間学部

　人間文化学科

　学士（人間文化学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

23 45 71 34

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

23 42 71 34

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

22 40 66 33

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

8 12 31 17

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

　　　　区分ごとではありません）。

Ｂ　 入学者数

40
(　ー 　)

[ 　ー　 ]

受験者数

志願者数

0.20 0.420.770.30

（注）・　数字は，平成２８年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

　　　　　　　

平成２７年度

Ａ　 入学定員

平成２６年度
平均入学定員

超 過 率

合格者数

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２５年度 平成２８年度

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

備　　考

160ー404

年

備　　　　　考
収容定員編入学定員入学定員

設 置 時 の 計 画

修業年限

人

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　　には，欄を設けてください。）

人年次人

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

0.42倍

[ 　ー　 ]

40 40
(　ー 　)

[ 　ー　 ]

(　ー 　)
40

(　ー 　)

[ 　ー　 ]
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

（ー） （ー） （ー） （ー）

8 ー 12 ー 31 ー 18

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

（ー） （ー） （ー） （ー）

7 ー 10 ー 30 ー

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

（ー） （ー） （ー） （ー）

7 ー 10 ー

[ ー ] [ ー ]

（ー） （ー）

7 ー

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

１年次

４年次

平成２８年度平成２６年度 平成２７年度
備　　　　　考

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

２年次

計

（注）・　数字は，平成２８年５月１日現在の数字を記入してください。

4819

[　 ー  　][　 ー  　][　 ー  　][　 ー  　]

　　　　さい。

（ 　ー 　 ）（ 　ー 　 ）（ 　ー 　 ）（ 　ー 　 ）

３年次

8 65

１年次に復学者１人を含
む（28）

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

平成２５年度

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してくだ
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２５年度 2 人 0 人 就職（2人）

平成２６年度 0 人 0 人

平成２７年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２６年度 2 人 0 人 進路変更（2人）

平成２７年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２７年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

17 人 0 人 平成２８年度 0 人 0 人 0.0 ％

68 人 4 人 5.9 ％

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

主な退学理由

　　　区　分

対象年度
退学者数の
うち留学生数

平成２８年度
入学者

平成２５年度
入学者

平成２６年度
入学者

平成２７年度
入学者

31

退学者数

人8

入学者数（b） 退学者数（a）
退学者数（内訳）

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２８年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下第１位までを記入してください

　　　　　ありません。）

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

人

0

（注）・　数字は，平成２８年５月１日現在の数字を記入してください。　

％

％

0.0

16.7

％

人 2

合　　計

2 25.0

人

人

12

人
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

1前 2 兼1

1後 2 兼1

2前 2 兼1

2後
未開講
2後

2 1

1前 2 兼1

1後 2 兼1

1前 2 2

1後 2 1 1

1･2前 2 1

1･2後 2 1 1

1･2前 2 1 兼1

1･2後 2 1 兼1

1･2前 2 1 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 1

1･2後 2 1

1･2前 2 兼1

未開講
1･2後

2 兼1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

3前 2 兼1

3後
未開講
3後

2 兼1

1後 1 兼1

2後 1 兼1

未開講
3前

1 兼1

3後 2 兼1

1通 2 3 1

2通 2 3 1

1.2前
未開講
1･2前

2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼2

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼2

1･2後
未開講
1･2後

2 1 兼1

1･2後 2 1 1

1前 2 3 　 兼4

1前 2 兼1

1前 2 1

1前 2 1

1後 2 兼1

2前 2 兼1

1前 2 3

1前 2 1

1後 2 1 兼1

1後 2 1

2前 2 1

1後 2 1

2前 2 2 1

2前 2 2 兼1

2前 2 兼1

２　授業科目の概要

＜人間学部　人間文化学科＞

（１） 授業科目表

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

基
本
教
育
科
目

スキル
養成

情報・数
量的

スキル

情報活用法Ⅰ

情報活用法Ⅱ

基礎統計学

基礎数学
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講(26)(27)

表現力の
養成

日本語技法A

日本語技法B

英語A

英語B

英語C

英語D

英語コミュニケーションA
准教授の退職（平成26年3月）に伴い担当を兼任
に変更（26）

英語コミュニケーションB
准教授の退職（平成26年3月）に伴い担当を兼任
に変更（26）

中国語A

中国語B

フランス語A

フランス語B

ドイツ語A

ドイツ語B 履修希望者がいなかったため未開講(28)

ハングルA

ハングルB

人間力
養成

社会性の
養成

ボランティア論

ボランティア演習
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

キャリア
の形成

キャリア設計

キャリア開発

キャリア研究 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

インターンシップ

総合力の
養成

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

教養力
養成

人間の理
解

歴史と民族
通常開講（26）
履修希望者がいなかったため未開講（25）

多文化と異文化理解

生活習慣と健康管理

健康科学と身体運動

社会の理
解

法と社会

法と人権

経済と社会

国際社会と現代

自然の理
解

生命と地球

物質とエネルギー
通常開講（27）
履修希望者がいなかったため未開講（26）

環境と科学

専
門
基
礎
科
目

学部専門基
礎

人間学概論

心理学概論

教育学概論

社会学概論

社会福祉論

復興の社会学

専
門
基
幹
科
目

文化の基本
理解

人間文化入門

言語学概論

言語コミュニケーション論
准教授の退職（平成26年3月）に伴い担当を兼任
に変更（26）

異文化コミュニケーション論

現代文化論

人間環境学

地域社会論 留意事項に対応し必修化（25）

地域福祉論 留意事項に対応し必修化（25）

社会教育論

専
門
教
育
科
目



6

必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

2前 2 1

2後 2 1

2前
未開講
2前

2 1

未開講
2後

2 1

2前
未開講
2前

2 1

2後
未開講
2後

2 1

2前 2 兼1

2後 2 兼1

2後 2 1

3前 2
0
1

兼1

3前
未開講
3前
2前

2 1

3後
未開講
3後
2後

2 1

3前
未開講
3前
2前

2 1

3後
未開講
3後
2後

2 1

3前 2
0
1

兼1

3後
未開講
3後

2 1

3後
未開講
3後

2 1

3前 2 1

2前 2 兼1

2後 2 1

2後 2 1

2後 2 1

4前 2 兼1

2後 2 1

3前 2 2
2
1
2

3後
未開講
3後

2 兼1

3後
未開講
3後

2 兼1

4前 2 1

2後 2
1
0
1

2前 2 1

2後 2 1

専
門
教
育
科
目
（

つ
づ
き
）

専
門
展
開
科
目

地域言語研究Ⅰ（英語）

地域言語研究Ⅱ（英語）

地域言語研究Ⅰ（中国語）
通常開講（27）
履修希望者がいなかったため未開講（26）

地域言語研究Ⅱ（中国語） 履修希望者がいなかったため未開講(26)(27)(28)

地域言語研究Ⅰ（仏語）
通常開講（27）
履修希望者がいなかったため未開講（26）

地域言語研究Ⅱ（仏語）
通常開講（27）
履修希望者がいなかったため未開講（26）

地域言語研究Ⅰ（日本語）

地域言語研究Ⅱ（日本語）

言語翻訳研究Ⅰ（英日）

言語翻訳研究Ⅱ（日英）

未定となっていた担当を兼任補充したことに伴う
変更（27）
准教授の退職（平成26年3月）に伴い担当者変
更、後任未定（26）

言語翻訳研究Ⅰ（中日）
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）
体系的履修の観点から配当年次変更（25）

言語翻訳研究Ⅱ（日中）
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）
体系的履修の観点から配当年次変更（25）

言語翻訳研究Ⅰ（仏日）
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）
体系的履修の観点から配当年次変更（25）

言語翻訳研究Ⅱ（日仏）
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）
体系的履修の観点から配当年次変更（25）

英語通訳研究

未定となっていた担当を兼任補充したことに伴う
変更（27）
准教授の退職（平成26年3月）に伴い担当者変
更、後任未定（26）

中国語通訳研究
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

仏語通訳研究
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

比較言語文化論

日本文化論

英米文化論

中国文化論

フランス文化論

比較文化論

芸術文化論

言語芸術文化論

准教授の退職に伴い担当者減（25）

音楽文化論
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

造形文化論
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

メディアアート論

日本文学論
2後
2前

2
1
0
1

担当教員の都合により開講期を変更（27）

准教授の退職に伴い担当者減（25）

日本文学研究

准教授の退職に伴い担当者減（25）

英米文学論

英米文学研究

ことばと芸
術文化

担当 後任未定（※平成26年4月か

らの専任教員採用予定で募集を開始

し平成25年度中に教員審査提出予

定）

担当 後任未定（※平成26年4月から

の専任教員採用予定で募集を開始し

平成25年度中に教員審査提出予定）

担当 後任未定（※平成26年4月から

の専任教員採用予定で募集を開始し

平成25年度中に教員審査提出予定）

担当 遠藤 郁子（准教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 遠藤 郁子（准教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 遠藤 郁子（准教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

2後
未開講
2後

2 1

3前
未開講
3前

2 1

2後 2 1

3前
未開講
3前

2 1

4前 2 1

3前 2 兼1

3前
未開講
3前

2 1

3後 2 1

3後
未開講
3後

2 1

未開講
3･4前

2 1

2前 2 兼1

2後 2 兼1

3前 2 1

2前 2 1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

2前 2 兼1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

未開講
3後

2 兼1

2前 2 兼1

2後 2 兼1

1前 2 1

1後 2 1

2後
未開講
2後

2 1 1

3前
未開講
3前

2 兼1

2前
未開講
2前

2 1

2後
未開講
2後

2 兼1

2後 2 兼1

未開講
3前

2 1

未開講
3前

2 1

3通 4 1

2後
2前
2後

2 兼1

未開講
3前

2 兼1

3前
3後

2 兼1

3後 2 1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

4後 2 兼1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3前 2 兼1

3前
3後

2 兼1

2後 2 1

未開講
3前

2 1

3後 2 兼1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

2後 2 兼1

3前 2 1

中国文学論
通常開講（27）
履修希望者がいなかったため未開講（26）

中国文学研究
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

フランス文学論

フランス文学研究
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

専
門
教
育
科
目
（

つ
づ
き
）

専
門
展
開
科
目
（

つ
づ
き
）

比較文学論

地域文化研究（日本）

地域文化研究（中国）

食生活論

通常開講（28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

地域文化研究（英語圏）

地域文化研究（フランス）
通常開講（28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

現地語学実習 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

くらしのバイオサイエンス

くらしの安全学

食文化論

生活環境科学

栄養学

食文化演習

生活文化論

生活構造論

家庭支援論

子ども文化論 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

家族社会学

社会心理学

地理学

都市と農村

地域調査法
通常開講（28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

地域防災論
通常開講（28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

社会調査論
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

社会調査の基礎
通常開講（28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

社会統計学Ⅰ

社会統計学Ⅱ 履修希望者がいなかったため未開講（28）

社会調査演習 履修希望者がいなかったため未開講（28）

社会調査実習

地域産業論 兼担教員の都合により開講期を変更(26)（27）

地域政策論 履修希望者がいなかったため未開講（28）

地域経営論 兼担教員の都合により開講期を変更（27）

観光まちづくり論

福祉政策論

児童家庭福祉

高齢者福祉論

福祉心理学

家族心理学

臨床心理学概論

人格心理学

ホスピタリティー論 兼担教員の都合により開講期を変更（27）

教育原理（中等）
教育原理

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

教育哲学 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28）

学習心理学

社会教育計画Ⅰ

社会教育計画Ⅱ

社会教育演習

生涯学習論

地域文化政策論

ことばと芸
術文化（つ

づき）

生活と地域
文化

担当 西方 守（教授）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 西方 守（教授）

平成25年6月 教員審査済

判定 可 （26）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

3後 2 1

未開講
2前

2 1

3前
未開講
3前

2
兼6
 兼4

2前 2 1

2後 2 1

3前 2 1

3後 2 1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

4前 2 兼1

2後
未開講
2後

2 兼10

3前
未開講
3前

2 兼1

3後 2 1

4前 2 1

4前 2 1

未開講
1･2前

2 1

1･2後 2 1

2前 2 兼1

3前 2 兼1

2後 2 兼1

2後
2前

2 兼1

2前 2 兼1

3後 2 兼1

3前 2 兼1

1後 2 兼1

3後 2 兼1

3後 2 兼1

2通 4 1

未開講
3通

4 1

アートマネージメント

教育社会学 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28）

地域・学校連携論

通常開講（28)
履修希望者がいなかったため未開講（27)
死亡した兼担教員の補充に伴う変更（26）
兼担教員の死亡に伴う担当者減（25）

健康教育学

医学概論

運動方法学

運動生理学

生涯スポーツ論

地域スポーツ論

スポーツ文化論

自然環境論
通常開講(28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

考古学と現代社会
通常開講(28)
履修希望者がいなかったため未開講（27）

特殊講義Ⅰ

専
門
教
育
科
目
（

つ
づ
き
）

専
門
展
開
科
目

(

つ
づ
き
）

特殊講義Ⅱ

小学校の外国語活動

教職課程申請の際の指導により科目追加（25）

教育総合英語Ⅰ

教職課程申請の際の指導により科目追加（25）

(※平成25年度は履修希望者がいなかったため未
開講となった（26）)
（※平成25年度は教員審査後に集中授業として開
講予定（25））

教育総合英語Ⅱ

教職課程申請の際の指導により科目追加（25）

(※平成25年度は履修希望者がいなかったため未
開講となった（26）)

履修希望者がいなかったため未開講（28）

教職概論（中等）
教職概論

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

教育課程論（中等）
教育課程論

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

教育制度論（中等）
教育制度論

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

生徒・進路指導の理論と方法
（中等）
生徒・進路指導の理論と方法

兼任教員の都合により開講期を変更（27）
教職課程申請の際の指導により名称変更(25）

教育相談の理論と方法（中
等）
教育相談の理論と方法

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

発達心理学

道徳教育の指導法（中等）
道徳の指導法

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

教育心理学（中等）
教育心理学

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

教育方法論（中等）
教育方法論

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

特別活動の指導法（中等）
特別活動の指導法

教職課程申請の際の指導により名称変更（25）

中等教科教育法Ⅰ（英語）

中等教科教育法Ⅱ（英語） 履修希望者がいなかったため未開講（28）

生活と地域
文化（つづ

き）

専門関連科
目

担当 根本 泉（教授）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 大津 幸一（教授）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 根本 泉（教授）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 根本 泉（教授）

平成25年6月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 大津 幸一（教授）

平成25年6月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 根本 泉（教授）

平成25年6月 教員審査済

判定 可 （26）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

4前 1 兼2

4前 2 兼2

4前 2 兼2

未開講
4前

2 兼2

4後 2 兼2

3通 4 9
6
7

4通 4 9
6
7

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3前 2 　 兼1

博物館情報・メディア論 3後 2 　 兼1

3後 2 　 兼1

4通 3 　 兼1

4前 2 兼1

（２） 授業科目数

選　択
科目

154
留意事項に対応し選択科目から必修科
目へ２科目を移動するとともに、教職
課程申請の際の指導により選択科目に
新たに３科目を追加（25）

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備考

必　修 自　由

[　　3　][　 2 ] [ 　1 ] [　　0　]

182

科目 科目 科目 科目 科目

必　修

18 7

科目 科目

選　択 自　由 計

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに,［　］内に，届出時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）
　　　・資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。

179 20 155 7

計

教育実習事前事後指導

中学校教育実習Ⅰ

中学校教育実習Ⅱ

高等学校教育実習 履修希望者がいなかったため未開講（28）

教職実践演習（中・高）

専
門
総
合
演
習
科
目

人間文化演
習

人間文化演習Ⅰ

准教授の退職により担当者減（25）

人間文化演習Ⅱ

准教授の退職により担当者減（25）

　　　　科目
特別教育課程

博物館教育論 資格関連自由科目の科目群の呼称を学部内で統一
したことによる変更（26）

博物館資料論

博物館展示論

博物館資料保存論

博物館実習

社会教育実習

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上
　　　　で，前年度報告時（平成２７年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し
　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。
　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。
　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，
　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合
　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）
　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可
　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

専門関連科
目（つづ

き）

担当 後任未定（※平成26年4月か

らの専任教員採用予定で募集を開始

し平成25年度中に教員審査提出予

定）

担当 遠藤 郁子（准教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 後任未定（※平成26年4月から

の専任教員採用予定で募集を開始し

平成25年度中に教員審査提出予定）

担当 遠藤 郁子（准教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）
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（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

設置時の計画の授業科目数の計

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

（３） 未開講科目

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ 該当なし

（４） 廃止科目

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門

１ 該当なし

未開講科目と廃止科目の計
＝ 0.00
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備考

大学全体の共用分
 
図書177,346〔61,966〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌2,104〔815〕
電子ジャーナル24〔24〕
視聴覚資料2,050

図書174,473〔61,315〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌2,100〔815〕
視聴覚資料1,988
 
図書172,051〔60,749〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌2,045〔789〕
電子ジャーナル36〔36〕
視聴覚資料1,952
 
図書162,726〔59,118〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌1,998〔776〕
電子ジャーナル51〔51〕
視聴覚資料1,619
機械・器具22

備考欄は年度進行による修正、視聴覚資料欄は誤記によ
る訂正(26)
図書欄及び備考欄は年度進行による修正(27)
図書欄及び備考欄は年度進行による修正(28)

0〔0〕　 0

（3,900 〔400〕） 20

人間学部
人間教育学科

（3,750 〔250〕）

計 （7,650 〔650〕） 70

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２８年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（28）」を「備考」に赤字で記入してください。

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常経費補助金、資産運用収入、雑収入、等

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　　　

設備購入費の開設前年度は実績（備品追加購入）を踏ま
えた訂正、開設年度は小数点以下の端数処理の統一によ
る訂正（25）

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次

千円

人間学部
人間教育学科

1,273 千円 1,043 千円 1,043 千円 1,043 千円 千円 千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

人間学部
人間文化学科

1,243 千円 1,013 千円 1,013 千円 1,013 千円 千円

9,775千円 3,775千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 15,200千円 15,200千円 設備購入費
83,846
75,524 千円

4,127
4,126 千円

 ― 千円

開設前年度 開設年度 完成年度

※共同研究費は大学全体

(８) 教員１人当り研究費等 500千円 500千円 図書購入費 8,820千円
経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

3,188　㎡ 雨天体育場 テニスコート 弓道場

0

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

3,496　㎡ 261席 約200,000冊

図
書
・
設
備

冊

42〔11〕　 9〔9〕　 74 22

(74)

（5,450 〔450〕） （42〔11〕） （9〔9〕） (70) (22)

0

（6,550 〔550〕）

（2,650 〔150〕） （21〔3〕） （9〔9〕） (50) 0

  8,750 〔750〕

22 0

  4,300 〔300〕 21〔3〕　 9〔9〕　 50 (22) 0

（3,200 〔200〕）

        21〔8〕 24

（3,350 〔350〕） (24)

（2,800 〔300〕） （21〔8〕） （0〔0〕） (20)

点 点

人間学部
人間文化学科

　 　

  4,450 〔450〕

機械・器具 標　　本
(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

視聴覚資料

種

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕 点

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数
申請学科全体

平成26年4月の専任教員数分で調整(26)
人間学部　人間文化学科

15
16

室

人間学部　人間教育学科
15
16

室

大学全体(情報処理学習施設の１室に語学学習機能あり）

誤記による訂正(25)
補助職員1名追加(26)30　　室 16　　室

       57     室 8　　室 0　　室

66 　　　2
（補助職員１人）

（補助職員　0　人）

（　　　　0　　㎡） （　　　0　　　㎡） （　　39,686　㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

　　　　　39､686　㎡ 0　㎡ 0　㎡
　　　　　　39､686
㎡

（　　39,686　㎡）

そ　の　他
　　　158,458

　　　　　153,966　㎡
0　㎡ 0　㎡

　　　158,458
　　　　　153,966　㎡

合　　　計 　　　422,608　㎡ 0　㎡ 0　㎡ 　　　422,608　㎡

0　㎡ 0　㎡ 　　　131,042　㎡

小　　　計
　　　264,150

　　　　　268,643　㎡
0　㎡ 0　㎡

　　　264,150
　　　　　268,643　㎡

共用する他の
学校等の専用

計

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
　　　133,108

　　　　　137,600　㎡
0　㎡ 0　㎡

　　　133,108
　　　　　137,600　㎡

運動場用地 　　　131,042　㎡

寄宿舎新築による変更（平成27年12月1日付で校地の変更
届済み）（28）

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
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備考

平成28年度より入学定員増（15）

平成27年度より編入学定員の募集停止

平成28年度より入学定員減（△5）
平成27年度より編入学定員の募集停止

平成25年度より募集停止(編入学定員は平
成27年度募集停止)

平成25年度より募集停止(編入学定員は平
成27年度募集停止)

平成28年度より入学定員減（△10）
平成27年度より編入学定員の募集停止

備考

1.09 昭和40年度　マーケティング学科 4 90 ― 390 学士 (商学)

商学部二部

0.96 昭和24年度　法律学科 4 90 ― 540 学士 (法学)

法学部二部

1.05 昭和24年度　経済学科 4 90 ― 390 学士 (経済学)

経済学部二部

1.17 平成22年度

　社会学科 4 122 ― 482 学士 (社会学) 1.15 平成22年度

　心理学科 4 72 ― 282 学士 (心理学)

人間科学部

1.11 平成13年度　ネットワーク情報学科 4 235 ― 925 学士 (情報学)

ネットワーク情報学部

平成22年度

　人文・ジャーナリズム学科 4 93 ― 363 学士 (文学) 1.19 平成22年度

1.17 平成22年度

　環境地理学科 4 51 ― 201 学士 (文学) 1.10

1.13 平成22年度

　英語英米文学科

　歴史学科 4 132 ― 522 学士 (文学)

　哲学科 4 71 ― 281 学士 (文学)

4 142 562 学士 (文学) 1.15

平成22年度

平成22年度

昭和41年度―

　日本文学文化学科 4 114 444 学士 (文学) 1.19―

　日本語学科 4 71 281 学士 (文学) 1.20―

文学部

1.09 昭和43年度　会計学科 4 220 ― 880 学士 (商学)

　マーケティング学科 4 455 ― 1,775 学士 (商学) 1.19 昭和40年度

商学部

　経営学科 4 542 ― 2,132 学士 (経営学) 1.15 昭和37年度

経営学部

平成18年度 生田校舎

神奈川県川崎市多
摩区東三田二丁目
１番地１

1.21 昭和24年度

　政治学科 4 153 ― 603 学士 (政治学) 1.18

　法律学科 4 562 ― 2,212 学士 (法学)

東京千代田区神田
神保町三丁目８番
地１

法学部

昭和24年度 神田校舎

　国際経済学科 4 205 ― 805 学士 (経済学) 1.17 平成8年度

　経済学科 4 490 ― 1,930 学士 (経済学) 1.16

経済学部

所　在　地

年 人 年次 人 倍

大学の名称  　　専　修　大　学

既設学部等の名称 修業年限
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

　　経営学専攻 3 3 ― 9 博士 (経営学) 0.11 平成9年度

0.40 平成5年度

　博士後期課程

　修士課程

　　経営学専攻 2 5 ― 10 修士 (経営学)

経営学研究科

平成7年度

　　物質機能工学専攻 3 3 ― 9 博士 (工学) 0.00 平成7年度

　　生命環境科学専攻 3 3 ― 9 博士 (理学) 0.11

　博士後期課程

　　生命科学専攻 2 5 ― 10 修士 (理学) 0.20 平成5年度

平成5年度

　　機械システム工学専攻 2 5 ― 10 修士 (工学) 0.20 平成5年度

　修士課程

　　物質工学専攻 2 5 ― 10 修士 (工学) 0.00

理工学研究科

平成25年度

学士 (人間文化学) 0.42 平成25年度

　人間教育学科 4 40 ― 160 学士 (人間教育学) 0.82

人間学部

　人間文化学科 4 40 ― 160

　経営学科 4 190 ― 790 学士 (経営学) 0.55 平成元年度

平成元年度

経営学部

―　 平成元年度

　生物生産工学科 4 ―
―

― 学士 (工学) ―　

0.59 平成元年度

4

　基礎理学科 4 ―
―

― 学士 (理学)

　情報電子工学科 4 35
―

155 学士 (工学)

40 ― 160 学士 (工学) 0.61

宮城県石巻市
南境新水戸１番地

1.47 平成25年度

平成25年度

平成元年度

　生物科学科 4 55 ― 175 学士 (理学)

　機械工学科

　食環境学科 4 40 ― 160 学士 (工学) 0.51

倍

理工学部

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人

４　既設大学等の状況

大学の名称  　　石　巻　専　修　大　学

既設学部等の名称 修業年限
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員
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備考

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　　の最小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２８年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

北海道美唄市字美
唄1610－1 　　平成23年度より募集停止

　商経社会総合学科 2 ― ― ― 短期大学士 (経済学) ― 平成18年度

倍

　みどりの総合科学科 2 ― ― ― 短期大学士 (農学) ― 平成18年度

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

年 人 年次 人

平成16年度

大学の名称

既設学部等の名称 修業年限
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

所　在　地

 　専　修　大　学　北　海　道　短　期　大　学

　　法務専攻 3 28 ― 138 法務博士(専門職) 0.49

　専門職学位課程

法務研究科

0.66 平成22年度　　会計学専攻 3 2 ― 6 博士 (商学)

　　商学専攻 3 2 ― 6 博士 (商学) 0.33 昭和52年度

0.86 平成22年度

　博士後期課程

　　会計学専攻 2 15 ― 30 修士 (商学)

　　商学専攻 2 10 ― 20 修士 (商学) 0.35 昭和50年度

　修士課程

博士 (経営学)
博士(情報管理)

商学研究科

　博士後期課程

修士 (経営学)

経営学研究科

平成6年度

　　心理学専攻 3 3 ― 9 博士 (心理学) 0.33 平成6年度

0.00 平成6年度

　　社会学専攻 3 3 ― 9 博士 (社会学) 0.22

　　地理学専攻 3 3 ― 9 博士 (地理学)

　　歴史学専攻 3 5 ― 15 博士 (歴史学) 0.20 平成6年度

昭和48年度

　　哲学専攻 3 2 ― 6 博士 (哲学) 0.16 昭和48年度

0.55 昭和48年度

　　英語英米文学専攻 3 2 ― 6 博士 (文学) 0.16

　　日本語日本文学専攻 3 3 ― 9 博士 (文学)

　博士後期課程

文学研究科

平成4年度

　　心理学専攻 2 10 ― 20 修士 (心理学) 平成4年度

0.10 平成4年度

　　社会学専攻 2 5 ― 10 修士 (社会学) 0.40

　　地理学専攻 2 5 ― 10 修士 (地理学)

　　歴史学専攻 2 10 ― 20 修士 (歴史学) 0.70 平成4年度

昭和46年度

　　哲学専攻 2 5 ― 10 修士 (哲学) 0.60 昭和46年度

0.75 昭和46年度

　　英語英米文学専攻 2 5 ― 10 修士 (文学) 0.50

　　日本語日本文学専攻 2 10 ― 20 修士 (文学)

　修士課程

文学研究科

　　公法学専攻 3 3 ― 9 博士 (法学) 昭和49年度

　　民事法学専攻 3 3 ― 9 博士 (法学) 0.11 昭和30年度

0.20 昭和29年度

　博士後期課程

　　法学専攻 2 25 ― 50 修士 (法学)

　修士課程

法学研究科

　　経済学専攻 3 3 ― 9 博士 (経済学) 昭和45年度

修士(経済学)

修士(金融経済)

　博士後期課程

経済学研究科

　修士課程

　　経済学専攻 2 30 ― 60 0.35 昭和27年度

0.33

0.22

1.20

　修士課程

昭和52年度

　　経営学専攻 2 20 ― 40 0.42 昭和50年度
修士(情報管理)

　　経営学専攻 3 3 ― 9 0.77
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５　教員組織の状況

＜人間学部　人間文化学科＞

（１） 担当教員表

氏名 氏名

（年齢） （年齢）

人間学概論

人間文化入門

現代文化論

芸術文化論

メディアアート論

地域文化政策論

特殊講義Ⅰ

特殊講義Ⅱ

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

人間環境学

環境と科学

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

人間文化入門

医学概論

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

フランス語Ａ

フランス語Ｂ

地域言語研究Ⅰ（仏語）

地域言語研究Ⅱ（仏語）

言語翻訳研究Ⅰ（仏日）

言語翻訳研究Ⅱ（日仏）

仏語通訳研究

フランス文化論

言語芸術文化論

フランス文学論

フランス文学研究

地域文化研究（フランス）

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

英語Ｂ 英語Ｂ

地域文化研究（英語圏） 地域文化研究（英語圏）

比較言語文化論 比較言語文化論

中等教科教育法Ⅰ（英語） 中等教科教育法Ⅰ（英語）

中等教科教育法Ⅱ（英語） 中等教科教育法Ⅱ（英語）

人間文化演習Ⅰ 人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ 人間文化演習Ⅱ

教育総合英語Ⅰ

人間学概論

社会学概論

人間文化入門

社会調査論

社会調査実習

地域社会論

地域調査法

教育社会学

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

基礎総合演習Ⅰ 基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ 基礎総合演習Ⅱ

人間学概論 人間学概論

教育学概論 教育学概論

教育原理 教育原理（中等）

教育哲学 教育哲学

人間文化演習Ⅰ 人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ 人間文化演習Ⅱ

英語Ａ

英語Ｃ

英語Ｄ

言語学概論

言語翻訳研究Ⅰ（英日）

異文化コミュニケーション論

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

英語Ａ 英語Ａ

言語芸術文化論 言語芸術文化論

英米文学研究 英米文学研究

比較文学論 比較文学論

現地語学実習 現地語学実習

人間文化演習Ⅰ 人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ 人間文化演習Ⅱ

教育総合英語Ⅱ

小学校の外国語活動

物質とエネルギー

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

くらしの安全学

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

環境と科学

基礎数学

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

社会統計学Ⅱ

社会調査演習

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

専 准教授
阿部  正典

（）
平成25年４月

専 教授
惠原  貴志

（）
平成25年４月

専 教授
根本　  泉

（）
平成25年４月 教授

西方 　 守
（）

平成25年４月

教職課程申請の際の指導により名称
変更
平成25年6月教員審査提出予定（25）

平成25年6月教員審査済(26）

専 教授

根本 　 泉
（）

平成25年４月

教職課程申請の際の指導により科目
追加
平成25年6月教員審査提出予定（25)

平成25年6月教員審査済(26）

専

専 教授
長谷川  香子

（）
平成25年４月

専 教授
西方 　 守

（）
平成25年４月

大津  幸一
（）

平成25年４月

教職課程申請の際の指導により科目
追加
平成25年6月教員審査提出予定（25）

平成25年6月教員審査済(26）

専 教授
佐藤　利明

（）
平成25年４月

専 教授
大津  幸一

（）
平成25年４月 専 教授

専 教授
鈴木 　 均

（）
平成25年４月

専 教授
大谷  尚文

（）

職名

平成25年４月

就任予定年月 担当授業科目の名称

専
教授

(学科主
任)

松﨑  俊之
（）

平成25年４月

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）
職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

英語コミュニケーションＡ 英語コミュニケーションＡ

英語コミュニケーションＢ 英語コミュニケーションＢ

言語コミュニケーション論 兼任 講師
高橋　　潔

()
平成26年４月 言語コミュニケーション論

平成26年3月
Richard Halberstadt（准教授）の退
職（本人都合）により担当者変更
（26）

英語通訳研究

言語翻訳研究Ⅱ（日英）

英語通訳研究

言語翻訳研究Ⅱ（日英）

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

食生活論

健康教育学

運動方法学

運動生理学

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

言語芸術文化論

日本文学論

日本文学研究

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

言語芸術文化論

日本文学論

日本文学研究

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

中国語Ａ

地域言語研究Ⅰ（中国語）

地域言語研究Ⅱ（中国語）

言語翻訳研究Ⅰ（中日）

言語翻訳研究Ⅱ（日中）

中国語通訳研究

中国文化論

言語芸術文化論

中国文学論

中国文学研究

地域文化研究(中国）

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

英語Ｂ

英語Ｄ

地域言語研究Ⅰ（英語）

地域言語研究Ⅱ（英語）

英米文化論

英米文学論

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

地理学

都市と農村

地域調査法

観光まちづくり論

アートマネージメント

人間文化演習Ⅰ

人間文化演習Ⅱ

兼担
教授

(学長)
坂田    隆

（）
平成27年４月 栄養学

生活習慣と健康管理

地域政策論

健康科学と身体運動

生涯スポーツ論

地域スポーツ論

スポーツ文化論

専 准教授
庄子  真岐

(三浦)
（）

平成25年４月

兼担
教授

(学部長)
山崎  省一

（）
平成25年４月

専 准教授
輪田　直子

(小尾)
（）

平成25年４月

専 准教授
大縄　道子

（）
平成25年４月

後任未定

平成25年4月
廣瀬裕作（准教授）の退職により後
任未定（25）

専 准教授
遠藤　郁子
（松原)
（）

平成26年４月 平成25年8月教員審査済（26）

平成26年3月
Richard Halberstadt（准教授）の退
職（本人都合）により、平成27年4月
以降開講の当該科目は教員審査済教
員15名（うち英語教員４名）が対応
予定のため、支障はない。(26)

専 准教授
山内  武巳

（）
平成25年４月

専 准教授
廣瀬　裕作

（）
平成25年４月

兼任 講師
上羽　広明

()
平成27年４月

未定となっていた担当を兼任補充し
たことに伴う変更（27）

兼任 講師
設楽レベッカ・

リン
()

平成26年４月

平成26年3月
Richard Halberstadt（准教授）の退
職(本人都合)により担当者変更
（26）

後任未定

平成26年3月
Richard Halberstadt（准教授）の退
職（本人都合）により担当者未定。
平成27年4月以降開講のため、支障は
ない。(26）

専 准教授
Richard

Halberstadt
（）

平成25年４月

平成26年4月からの専任教員
採用予定で募集を開始する。
平成25年度中に教員審査提出
予定。担当科目については、
平成26年４月以降開講のため、
支障はない。



16

氏名 氏名

（年齢） （年齢）
職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

心理学概論 兼担 助教
佐藤　誠子

（）
平成26年４月 心理学概論

平成26年3月
阿部康一（兼担）の退職（定年）に
より担当者変更（26）

教育心理学 兼任 講師
角田　真紀子

（）
平成26年４月 教育心理学（中等）

平成26年3月
阿部康一（兼担）の退職（定年）に
より担当者変更。科目名は教職課程
申請の際の指導を踏まえ変更（26）

兼任 講師
岩木　信喜

（）
平成27年４月 教育心理学（中等）

平成27年3月
角田真紀子の退職（本人都合）によ
り担当者変更（27）

社会心理学 社会心理学

人格心理学 人格心理学

教育相談の理論と方法（中等）

兼担 教授
綾　皓二郎

（）
平成25年４月 情報活用法Ⅰ

兼任 講師
綾　皓二郎

（）
平成27年４月 情報活用法Ⅰ

兼担 教授
石田　一彦

（）
平成27年４月 地域・学校連携論 後任未定

平成25年2月
石田一彦（兼担）の死亡により後任
未定（25）

兼任 講師
渥美　佳子

（66）
平成27年４月 地域・学校連携論

石田一彦の後任候補の兼担（人間教
育学科の佐藤幹男）について、平成
25年8月に人間教育学科の同名科目で
教員審査を受け、「不可、兼任補充
可」の判定により兼任３名で分担対
応(26)

兼任 講師
佐藤　正枝

（）
平成27年４月 地域・学校連携論

石田一彦の後任候補の兼担（人間教
育学科の佐藤幹男）について、平成
25年8月に人間教育学科の同名科目で
教員審査を受け、「不可、兼任補充
可」の判定により兼任３名で分担対
応(27)

兼任 講師
保原　和子

（）
平成27年４月 地域・学校連携論

石田一彦の後任候補の兼担（人間教
育学科の佐藤幹男）について、平成
25年8月に人間教育学科の同名科目で
教員審査を受け、「不可、兼任補充
可」の判定により兼任３名で分担対
応(28)

兼担 教授
土屋  剛

（）
平成26年４月 自然環境論

キャリア設計

キャリア開発

地域・学校連携論

基礎統計学

社会統計学Ⅰ

人間学概論

ボランティア演習

社会福祉論

地域福祉論

福祉政策論

生活構造論

家族社会学

高齢者福祉論

人間学概論

社会福祉論

兼担 教授
松谷　武成

（）
平成26年４月 自然環境論

キャリア研究

インターンシップ

兼担 教授
佐々木　洋

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
角田    出

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
近藤　裕子

（）
平成27年４月 音楽文化論

兼担 教授
宮嵜 　 厚

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
根本 智行

（）
平成26年４月 自然環境論

人間学概論

国際社会と現代

地域・学校連携論

教育実習事前事後指導

中学校教育実習Ⅰ

中学校教育実習Ⅱ

高等学校教育実習

教職実践演習（中・高）

兼担 教授 笹原  英史
（）

平成25年４月

兼任 講師
照井　孫久

（）
平成25年４月

兼担 教授
有見　正敏

（）
平成27年４月

兼担 教授
深川  通寛

（）
平成26年４月

兼担 教授
照井　孫久

（）
平成26年４月

兼任 講師
阿部  康一

（）
平成26年４月

平成27年3月
角田真紀子の退職（本人都合）によ
り担当科目追加（27）

兼担 教授
木村  民男

（）
平成25年４月

兼担 教授
阿部  康一

（）
平成25年４月

兼任 講師
阿部  康一

（）
平成26年４月

平成26年4月からの兼担教員
（人間教育学科専任教員）
採用予定で募集する。担当
科目については、平成27年
４月以降開講のため、支障
はない。
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）
職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

教職概論 教職概論（中等）

特別活動の指導法 特別活動の指導法（中等）

平成27年４月
担当教員の体調不良に伴い担当科目
数を調整したことにより就任年月が
変更（26）

兼任 講師
長島　康男

（）
平成27年４月 特別活動の指導法（中等）

平成27年3月
小峰直史の就任辞退により担当者変
更（27）

兼任 講師
片倉　敏明

（）
平成27年10月 特別活動の指導法（中等）

平成27年4月
長島康男の就任辞退により担当者変
更（28）

兼担 教授
佐藤　幹男

（）
平成26年４月 教職概論（中等）

担当教員の体調不良により担当者変
更（26）

教育課程論 兼任 講師
山谷　幸司

（）
平成27年４月 教育課程論（中等）

教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

兼任 講師
清水　禎文

（）
平成27年４月 教育課程論（中等）

平成27年3月
山谷幸司の就任辞退により担当者変
更（27）

教育方法論 兼任 講師
朝倉　充彦

（）
平成27年４月 教育方法論（中等）

教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

道徳の指導法 兼任 講師
嶺井　正也

（）
平成27年４月 道徳教育の指導法（中等）

教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

生命と地球

くらしのバイオサイエンス

自然環境論

家族心理学

臨床心理学概論

兼担 教授
佐々木 万亀夫

（）
平成25年４月 情報活用法Ⅱ

法と社会 法と社会

法と人権

物質とエネルギー

生活環境科学

兼担 准教授
依田  清胤

（）
平成26年４月 自然環境論 教授 昇格のため（25）

人間学概論

地域・学校連携論

兼任 講師
新福　悦郎

（）
平成25年４月 人間学概論

地域産業論

地域経営論

兼担 准教授
玉置　　仁

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 助教
永山　貴洋

（）
平成25年４月 健康科学と身体運動

家庭支援論

発達心理学

人間学概論

心理学概論

学習心理学

教育実習事前事後指導

中学校教育実習Ⅰ

中学校教育実習Ⅱ

高等学校教育実習

教職実践演習（中・高）

生徒・進路指導の理論と方法 兼任 講師
小峰　直史

（）
平成26年４月

生徒・進路指導の理論と方法
(中等)

教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

兼任 講師
嶺井　正也

（）
平成26年４月

生徒・進路指導の理論と方法
(中等)

担当教員の体調不良により担当者変
更（26）

教育心理学 教育心理学（中等）

教育相談の理論と方法 教育相談の理論と方法（中等)

兼任 講師
岩木　信喜

（）
平成27年４月 教育心理学（中等）

平成27年3月
角田真紀子の退職（本人都合）によ
り担当者変更（27）

兼任 講師
阿部　康一

（）
平成26年４月 教育相談の理論と方法（中等)

平成27年3月
角田真紀子の退職（本人都合）によ
り担当科目追加。阿部康一は平成26
年4月就任済み（27）

兼任 講師
佐藤　誠子

（）
平成25年４月 人間学概論

生命と地球 生命と地球

自然環境論 自然環境論

兼任 講師
千葉　善昭

（）
平成26年４月 教育制度論 兼任 講師

佐藤　幹男
（）

平成26年４月 教育制度論（中等）
教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

兼任 講師
米澤  孝雄

（）
平成27年４月 子ども文化論

兼任 講師
鈴木  守幸

（）
平成27年４月 児童家庭福祉

日本語技法Ａ

日本語技法Ｂ

兼任

兼任 講師
鈴木  洋子

（）
平成25年４月

兼任 講師
尾田  太良

（）
平成25年４月

兼担 助教
佐藤　誠子

（）
平成26年４月

講師

教授 昇格のため（25）

兼担 助教
平川　久美子

（）
平成27年４月

角田　真紀子
（）

平成26年４月
教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

兼担 准教授
新福　悦郎

（）
平成26年４月

兼担 准教授
石原  慎士

（）
平成26年４月

三森  敏正
（）

平成25年４月
平成26年3月
小野昇平の退職（本人都合）により
担当科目追加（26）

兼担 教授
指方  研二

（）
平成25年４月

兼担 教授
三森  敏正

（）
平成25年４月 兼担 教授

教職課程申請の際の指導により科目
名の変更・担当者変更（25）

兼担 教授
栁 　　明

（）
平成25年４月

兼担 教授
佐藤　正恵

（）
平成26年４月

兼任 講師
小峰　直史

（）

平成26年４月

  

兼任 講師
長谷川　四郎

（）
平成28年４月

平成27.10
尾田太良の退職（死亡）により担当
者変更（28）
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）
職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

社会教育論 社会教育論

生涯学習論 生涯学習論

社会教育計画Ⅰ 社会教育計画Ⅰ

社会教育計画Ⅱ

社会教育演習

社会教育実習

社会教育計画Ⅱ

社会教育演習

社会教育実習 担当科目の追加（28）

食文化論

食文化演習

ホスピタリティー論

復興の社会学 兼任 講師
佐藤　翔輔

（）
平成27年４月 復興の社会学

担当教員の科目調整に伴う担当者変
更（27）

地域防災論

兼任 講師
佐藤  正幸

（）
平成27年４月 ボランティア論

中国語Ａ

中国語Ｂ

博物館教育論

博物館展示論

博物館情報・メディア論

歴史と民族

多文化と異文化理解

比較文化論

生活文化論

考古学と現代社会

博物館資料論

博物館資料保存論

博物館実習

兼任 講師
梅谷  知世
（富安）

（）
平成26年４月 日本文化論

兼任 講師
畠山　浩一

（45）
平成27年４月 地域文化研究(日本）

ドイツ語Ａ

ドイツ語Ｂ

兼任 講師
神林  博史

（）
平成26年４月 社会調査の基礎 兼任 講師

鳶島　修治
（）

平成28年４月 社会調査の基礎
平成28年3月
神林博史の退職（本人都合）により
担当者変更（28）

ハングルＡ ハングルＡ

ハングルＢ ハングルＢ

兼任 講師
佐々木  千佳

（）
平成27年４月 造形文化論 後任未定

平成25年3月
就任辞退により後任未定（25）

兼任 講師
森田　優子

（）
平成28年４月 造形文化論

未定となっていた担当を兼任補充し
たことに伴う変更（28）

兼任 講師
平川　昌宏

（）
平成28年４月 福祉心理学

兼任 講師
荒井　壮一

（）
平成25年４月 経済と社会 兼担

准教授
助教

関口　駿輔
（）

平成25年４月 経済と社会
昇格による職位変更（27）
平成25年3月
就任辞退により担当者変更（25）

法と人権 兼任 講師
小野　昇平

（）
平成25年４月 法と人権

平成25年3月
就任辞退により担当者変更（25）

兼担 教授
三森　敏正

（）
平成25年４月 法と人権

平成26年3月
小野昇平の退職（本人都合）により
担当者変更。三森敏正は平成25年４
月就任済み（26）

地域言語研究Ⅰ（日本語） 地域言語研究Ⅰ（日本語）

地域言語研究Ⅱ（日本語） 地域言語研究Ⅱ（日本語）

（注）・　申請書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に

　　　　所属している場合は，〈○○学部　△△学科〉の箇所を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２８年５月１日現在の満年齢

　　　　を記入してください。

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画

　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任

　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。

　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定

　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。

　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度

　　　　（　）書き等のみを記入してください。

講師
鯨井　綾希

（）
平成26年４月

平成26年3月
就任辞退により担当者変更（26）

兼任 講師
田附　敏尚

（）
平成26年４月 兼任

兼任 講師
宋　　貞熹

（）
平成25年４月

兼任 講師
河北  洋介

（）
平成25年４月

兼任 講師
佐藤  敏幸

（）
平成27年４月

兼任 講師
嶋崎  順子

（）
平成25年４月

兼任 講師
佐々木  淳

（）
平成26年４月

兼任 講師
千葉　　一

（）
平成25年４月

兼任 講師
重川  希志依

（簱野）
（）

平成26年４月

兼任 講師
富里　京子

（）
平成25年４月

兼任 講師
遠藤　光行

（）
平成27年４月

兼任 講師
大森　信治郎

（）
平成26年４月

講師
梨本　雄太郎

（）
平成26年４月

平成26年3月
佐々木勝基の就任辞退により担当者
変更（26）

後任未定

平成26年3月
佐々木勝基の就任辞退により担当者
未定。平成27年度以降の開講のため
支障はない。(26)兼任 講師

佐々木  勝基
（）

平成26年４月

兼任

未定となっていた担当を兼任補充し
たことに伴う変更。「社会教育実
習」担当者は未定だが、平成28年度
開講のため支障はない。(27)

兼任 講師
黄　孝善

（）
平成28年４月

平成27年11月
宋貞熹の退職（本人都合）により担
当者変更（28）

担当科目については、平成27

年10月開講のため、支障はな

い。
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助　教
計

（Ｂ）

0 15

［　0　］ ［△1］

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してくださ

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入する

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

　　　　および，平成２８年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（３） 専任教員辞任等の理由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合，赤字にて記入するとともに，

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

0

［　0　］

0 0

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

［　0　］

准教授 講　師 助　教 計 准教授

（２） 専任教員数等

　（２）－①　専任教員数

設置時の計画 現在（報告書提出時）の状況

講　師講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授

9 7 0 0 16

教　授

6 15
9

（9） （7） （0） （0） （16）

歳 名 名

　（２）－②　年齢構成

年齢構成

定年規定の定
める定年年齢

報告書提出時
（上記（Ａ））

完成年度時（上記
（Ｂ））の教員う

現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二

教　授

9

准教授

6

［△1］

70 0 0

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

１

２

該当なし

合計（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｄ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

0 人

必修 0 科目 必修

自由 0 科目 自由

0 必修 0 必修 0

選択 0 科目 選択 0 0

計 0

0 自由 0

0

0

計 0 科目 計 0

選択

0 自由

計

選択
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科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

自由 0

計 12 科目 計 7 計 5 計

5 選択 0

0

0

自由 0 科目 自由 0 自由

選択 8 科目 選択 3 選択

③の合計数（c）

（注）・　就任辞退（未就任）及び辞任した全専任教員について，教員数、担当科目数の合計，後任補充の状況を記入ください。

2 人

0

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

①の合計数（a） ②の合計数（b）

必修 4 科目 必修 4

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください

辞任等した教員数

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　　

１．専任教員としての担当科目分については、すべて２年次以降の配当であり、速やかに専任補充を行い平成25年度内の教員資格審査（Ａ
Ｃ教員審査）を受ける対応を図ることにより、履修上は影響がないと考えている。(25)

２．Richard Halberstadt担当科目については、選択科目は兼任教員で対応し、３年次・４年次の必修科目（人間文化演習Ⅰ・Ⅱ）は、教員
審査済担当教員15名（うち英語教員４名）で対応するため、履修上は支障がないと考えている。なお、退職に伴う担当教員の変更等は、入
学直後のオリエンテーションガイダンス、オリエンテーションセミナー、シラバス、時間割等で周知する。(26)

合計（Ａ）＋（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｂ）＋（Ｄ）

必修

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任等の理由」

0 必修

（注）・　一度就任した後に、辞任した全ての専任教員の辞任の理由を具体的に記入してください。

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

１ 准教授 廣瀬裕作

選択 言語芸術文化論 ①

人間学部人間文化学科の開設に合わせて理工学部基礎理
学科から移籍し、専任教員として平成26年度以降開講す
る科目を担当予定であったが、移籍直後に退職したた
め。(25)

選択 日本文学論 ①

選択 日本文学研究 ①

必修 人間文化演習Ⅰ ①

必修 人間文化演習Ⅱ ①

２ 准教授 Richard Halberstadt

選択 英語コミュニケーションＡ ②

選択

人間学部人間文化学科の開設に合わせて理工学部基礎理
学科から移籍し、専任教員として平成25年度から１年次
配当の選択科目を担当していたが、本人都合により退職
したため。(26)

選択 英語コミュニケーションＢ ②

選択 言語コミュニケーション論 ②

選択 英語通訳研究 ②

言語翻訳研究Ⅱ（日英） ②

必修 人間文化演習Ⅰ ①

必修 人間文化演習Ⅱ ①

合計（Ａ） 後任補充状況の集計（Ｂ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

2 人

必修 4 科目 必修 4 必修 0 必修 0

選択 8 科目 選択 3 選択 5 選択 0

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0

計 12 科目 計 7 計 5 計 0
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時
（２４年１２月） 人間文化学科

１．人間文化学科が教育研究の対象
の中心とする「地域」は石巻圏域を
中心とした「生活地域」であり、設
定している４つの履修モデルを「生
活視点からの地域研究」と「グロー
バルな視点からの地域研究」に分け
てそれぞれが相互補完しながら地域
振興へとつなげていく計画であると
の説明であるが、当該計画をより具
現化し体系的な組織となるよう、教
育課程について以下の点を踏まえ充
実すること。

人間文化学科では、地域振興に資
する観点から「地域社会論」、
「地域福祉論」を必修化し、基幹
科目の中心科目として４つの履修
モデルに共通に位置付けること
で、教育体系の充実を図ることと
した。（25）

（１）「生活地域」に重点を置いた
計画であり、「生活視点」と「グ
ローバルな視点」を相互補完し地域
振興に資する観点から、例えば、専
門基幹科目の「地域社会論」、「地
域福祉論」を必修化し４つの履修モ
デルに位置付けるなど、教育課程の
充実を図ること。

（２）「グローバルな視点からの地
域研究」について、地域振興につな
げていくとしていることから、伝統
文化、民俗学、まちづくり等に関す
る授業科目を開設し、履修モデル
「地域文化研究モデル」、「芸術文
化研究モデル」に位置付けるなど、
教育課程の充実を図ること。

人間文化学科の教育内容に関連す
る個別的なテーマあるいは領域横
断的なテーマについて、学内外の
特別講師を招いて授業を行う「特
殊講義Ⅰ」（３年次開講科目）や
「特殊講義Ⅱ」（４年次開講科
目）において、伝統文化、地域の
歴史や文化等に関連した特別講義
を実施し、地域振興につなげてい
くことにしている。（25）

自治体の担当者を講師に招いて
まちづくりを学ぶ「地域政策
論」と観光の視点からまちづく
りを学ぶ「観光まちづくり論」
を平成26年度から「地域文化研
究モデル」と「芸術文化研究モ
デル」に組み入れ配置すること
で、教育課程の充実を図る。な
お、両科目はいずれも３年次開
講科目であることから、当該モ
デルは平成25年度入学生に対し
ても適用可能である。（25）

２．本学科の教育・研究対象の中心
となる「地域」の考え方について、
大学の想定する地域は「生活地域」
とする一方で、専門教育科目区分の
「ことばと芸術文化」と「生活と地
域文化」で使われている「地域」の
意味あいが異なるなど、申請書全体
で異なる意味で使われているように
思われることから、科目履修を行う
学生が教育内容を誤解することがな
いような適切な配慮を行い、構想し
た教育内容を着実に履行すること。

平成25年４月の教務ガイダンスに
おいて、人間文化学科における
「地域」の理解をまとめた資料
（「生活視点」と「グローバルな
視点」の両面から地域を捉えるこ
とで理解を深め、地域の文化振興
に貢献する、そのためのカリキュ
ラムとして、「生活視点」から地
域にアプローチする科目群と、
「グローバルな視点」から地域に
アプローチする科目群とを設定し
ている等の内容）を配布し説明を
行った。（25）

３．地域振興に重点を置く計画であ
ることから、学術雑誌について、例
えば、地域社会学会年報、家族社会
学研究、福祉社会学研究、地域福祉
研究、日本の地域福祉、コミュニ
ティ政策等、地域社会の研究に係る
雑誌を充実すること。

人間学部の開設を機に、図書館
委員会では図書、雑誌等の購入
について分野やタイトルなどを
平成25年度中に大幅に見直すこ
ととし、それによって平成26年
度購入分からは地域社会の研究
に係る雑誌について充実を図る
こととしている。（25）

（その他大学全般に関する事項）

特になし。

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

留意事項



22

（その他意見）

○中国語に関する科目（中国語Ａ、
中国語Ｂ、地域言語研究Ⅰ（中国
語）、地域言語研究Ⅱ（中国語））
について、英語、フランス語等他の
言語に関する科目と比べて会話中心
となっており、文法など基礎的な内
容を学ぶような内容となっていない
ことから、科目内容について再度検
討し、充実した教育課程となるよ
う、見直しを図ること。

中国語に関する科目について、文
法などの基礎的な内容も学べるよ
うに教育内容を見直し、それをシ
ラバスに反映した。（25）

　○地域振興、生活地域に重点を置
く計画であることから、将来的に、
例えば、地域社会と関連する社会学
関係の授業科目をさらに充実し、社
会学関係等を専攻する専任教員の配
置を検討すること。

１（2）で前述したように「特殊
講義Ⅰ」、「特殊講義Ⅱ」を活用
しての地域振興につなげる特別講
義を実施する。また、自由選択単
位の枠を利用して、経営学部で開
講している地域に関する科目（例
「地域社会と文化」「地域産業と
観光」「地域観光論」等）を学生
の履修を促すとともに、これらの
科目を担当する経営学部教員との
連携を図ることで人間文化学科に
おける関連科目の充実を図る。
（25）

完成年度以降、教育課程の再編
成と、それを踏まえた専任教員
の人事計画（補充採用や再配置
を含む）を実施するなどによ
り、社会学関係のカリキュラム
と専任教員体制の改善を図るこ
ととしている。（25）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 改善意見

(26年2月)
(25年5月)

理工学部食環境学科、人間学部人間
教育学科、人間文化学科の定員充足
率が0.7倍未満となっていることか
ら、学生の確保に努めるとともに、
入学定員の見直しについて検討する
こと。

 開設1年目の平成25年度入試で人
間学部人間文化学科の定員充足率
が0.7倍未満となったのは、設置
の趣旨・目的等が高校・受験生へ
十分に浸透しなかった点が大きい
と考えている。特に、人間文化学
科は設置認可の遅れから募集期間
が短く、当初予定の「公募制推薦
入試」も実施できなかった点も影
響している。
 このため、開設2年目の平成26年
度入試の実施に当たっては、本学
入学試験委員会を中心に、高校・
受験生への設置の趣旨・目的の周
知に留意しながら、募集活動の強
化に努めた。具体的には、入試ア
ドバイザーの活用、訪問高校の担
当制、資料請求者等への重点的な
広報活動、目的別リーフレット作
成、オープンキャンパス等のイベ
ント内容の充実、一部未実施で
あった入試の導入も含めた入試制
度改善による多様な受験機会の確
保などである。
 この結果、平成26年度は開設1年
目を上回る志願者数となったが、
定員充足率では0.7倍に届かな
かった。（26）

 本学が立地する地域は、依然と
して震災の影響が大きく、暫く
全学的に不安定な募集環境が続
くと考えており、数年かけて定
員充足に努める。
 このため、本学入学試験委員会
を中心に学科の特性や状況も踏
まえながら、募集活動の強化策
（入試アドバイザーの活用、訪
問高校の担当制、資料請求者等
への重点的な広報活動、目的別
リーフレット作成、オープン
キャンパス等のイベント内容の
充実、入試制度改善による多様
な受験機会の確保、等）を継
続・推進する。
 特に、イベント内容の充実で
は、平成26年度から石巻圏域高
校等との連携強化事業として、
大学見学会等を共同で実施す
る。また、多様な受験機会の確
保では、平成27年度入試から新
たに特待生入試及びスポーツ推
薦入試を導入する。
 この他、間接的に魅力の増大に
つながるように、教育内容の充
実や学生生活面の充実も並行し
て推進する。特に、学生生活面
では、JR仙石線の復旧の遅れや
学生アパートの供給不足という
問題がある。震災後の学生の住
環境を改善するために、平成27
年3月完成を目途に学生寮の建設
を進める。通学支援バス６路線
については、引き続き運行の改
善を図る。
（対応完了予定時期：平成28年
度）（26）
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設置計画履行状況

調　　 査　　 時 改善意見

　人間文化学科の定員充足率は、
開設1年目及び開設2年目ともに
0.7倍を下回ったが、募集活動の
強化に努めた結果、志願者数、入
学手続者数ともに着実に増加傾向
にある。
　開設3年目の平成27年度入試の
実施に当たっては、本学入学試験
委員会を中心に、学科の特性や状
況も踏まえながら引き続き募集活
動の強化に努めた。具体的には、
入試アドバイザーの活用、訪問高
校の担当制、資料請求者等への重
点的な広報活動、目的別リーフ
レット作成、オープンキャンパス
等のイベント内容の充実、在学生
による情報発信、入試制度改革に
よる多様な受験機会の確保などで
ある。
　特に、イベント内容の充実で
は、平成26年度から石巻圏域高校
等との連携強化事業として、大学
見学会等を高大共同で実施した。
また、多様な受験機会の確保で
は、平成27年度入試から新たに特
待生入試及びスポーツ推薦入試を
導入した。
　この他、教育内容の充実や学生
生活面の充実についても積極的に
推進している。特に学生生活面で
は、JR仙石線の復旧の遅れや学生
アパートの供給不足という問題が
あり、震災後の学生の住環境を改
善するために、平成27年3月完成
を目指して学生寮の建設を進め
た。また、通学支援バス6路線に
ついても、引き続き運行の改善を
図った。
　この結果、人間文化学科の平成
27年度志願者数は71名（26名
増）、入学者数は31名（0.77倍）
となり、昨年度の12名（0.3倍）
から改善した。なお、入学定員充
足率は0.7倍を上回ったが、定員
充足に向けて引き続き尽力する必
要がある。(27)

　本学が立地する地域は、依然
として震災の影響が大きく、定
員充足に努めているが、全学的
に不安定な募集環境が続いてい
る。
　平成28年度入試においても、
本学入学試験委員会を中心に、
履行状況欄に記したように、学
科の特性や状況も踏まえて、引
き続き募集活動の強化策を推進
する。
　特に、平成26年度から取り組
んでいる石巻圏域高校等との連
携強化事業（高大共同の大学見
学会等）、平成27年度入試から
導入した特待生入試及びスポー
ツ推薦入試、学生の住環境の改
善のため平成27年3月に建設した
学生寮などについて、受験生等
への一層の周知に努める。ま
た、平成27年5月末にJR仙石線が
全線開通することから、沿線地
域及び仙台地域の高校への募集
活動を集中的に進める。
　また、完成年度までの入学手
続状況等を踏まえて、完成年度
以降の入学定員の見直しについ
ても検討することとしている。
（対応完了予定時期：平成28年
度）(27)

(27年2月)
(26年5月)

人間学部人間文化学科の定員充足率
が0.7倍未満となっていることから、
学生の確保に努めるとともに、入学
定員の見直しについて検討するこ
と。
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設置計画履行状況

調　　 査　　 時 改善意見

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して
　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の
　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等
　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する
　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付
　　　　してください。
　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況は，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。
　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　
(28年2月)

人間学部人間文化学科の定員充足率
の平均が0.7倍未満となっていること
から、学生確保に努めるとともに、
入学定員の見直しについて検討する
こと。

　人間文化学科の定員充足率は、
開設1年目が8名（0.20倍）、開設
2年目が12名（0.30倍）、開設3年
目が31名（0.77倍）と改善した
が、3年間平均では0.42倍と0.7倍
を下回った。
　このため、平成28年度入試の実
施に当たっては、本学入学試験委
員会を中心に、学科の特性や状況
も踏まえて、引き続き募集活動の
強化に努めた。
　特に、平成26年度から取り組ん
でいる石巻圏域高校等との連携強
化事業（高大共同の大学見学会
等）、平成27年度入試から導入し
た特待生入試及びスポーツ推薦入
試、学生の住環境の改善のため平
成27年3月に建設した学生寮など
について、受験生等への一層の周
知に努めた。また、全線開通した
JR仙石線の沿線地域及び仙台地域
の高校への募集活動を集中的に進
めた。
　しかし、人間文化学科の平成28
年度志願者数は34名（37名減）、
入学者数は17名（0.42倍）とな
り、昨年度の31名（0.77倍）から
悪化した。入学定員充足率が改善
されていないことから、定員充足
に向けて引き続き尽力する必要が
ある。（28）

　本学が立地する地域は、依然
として震災から5年経過した現在
でも影響が大きく、改善状況欄
に記したように様々な方法によ
り、募集活動の強化策を推進し
定員充足に努めてきているが、
全学的に不安定な募集環境が続
いている。
　平成29年度入試においても、
本学入学試験委員会を中心に、
引き続き学科の特性や状況も踏
まえて、募集活動の強化策をさ
らに推進する。
　特に、石巻圏域高校等との会
議で家計困窮を理由に大学進学
を断念する生徒がいるとの報告
や、本学在学生への調査で被災
家庭出身の子女の割合が依然高
い水準にあるなどの状況を踏ま
えて、平成29年度入試から家計
収入が一定程度以下の者に対し
て、授業料の半額を4年間減免す
る新たな制度（進学サポート奨
学生制度）の導入を計画してい
る。
　また、教養教育を中心に全学
的な見直しを進めるとともに、3
学部7学科から成る本学の利点を
活かし、8単位まで他学科科目を
自学科の履修モデルに取り込
み、新たな学びをプラスする学
科間ジョイント・プログラム
を、平成29年度入学生から全学
的に導入することとしている。
他分野の新たな魅力が加わるこ
とで、学生の興味・関心が喚起
されるものと考えている。
　このほか間接的ながら、現在3
ポリシーの再検討を進めてお
り、平成28年度中に第一段とし
て全学共通部分を公表し、平成
29年度入試にも反映させる。受
験生に求める能力、入試制度と
の関係等の明確化により、一定
の動機付けが期待できる。
　入学定員に関しては、平成28
年度の入学手続状況等を踏まえ
て、完成年度以降の適正な入学
定員の見直しについても検討す
ることとしている。
（対応完了予定時期：平成28年
度）（28）
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

①修了要件単位数124単位　必修科目38単位、選択科目
312単位、自由科目15単位

①留意事項に従い、選択科目（２科目・４単位）を必修科目に
変更した他、教職課程申請時の指導により、選択科目（３科
目・６単位）を追加した。この結果、修了要件単位数124単位
必修科目42単位、選択科目314単位、自由科目15単位、に変
更。(別添１「人間文化学科の授業科目新旧対照表」参照）
　（25）

②入学者選抜の概要－選抜方法（実施方法及び定員割合）－
　計画時の各入学試験の募集定員の割合：
　・特別選抜方式　各学科18人
　・一般入学試験　各学科15人
　・大学入試センター試験利用入学試験　各学科７人
　　（※１年目は一般入学試験の募集定員に含めて対応）

②入学者選抜の概要－選抜方法（実施方法及び定員割合）－
　平成25年度入学試験（開学初年度）の志願実績を踏まえ、定
員確保に向けて、平成26年度入学試験の募集定員の割合を変更
する。
　人間学部（人間文化学科・人間教育学科）
・特別選抜方式　33人
　・一般入学試験　24人
・大学入試センター試験利用入学試験　人間学部23人
　（25）

③資格取得を目的とする場合－資格取得の条件－
　計画時、中学校教諭１種（英語）及び高等学校教諭１種
（英語）の取得条件は、人間文化学科の卒業要件単位に含ま
れる科目を履修する、ことで可能としていた。

③資格取得を目的とする場合－資格取得の条件－
　教職課程申請時の指導により、中学校教諭１種（英語）及び
高等学校教諭１種(英語)の取得には、教員養成のための英語教
育コースに所属した上で、卒業要件単位に含まれる科目を履修
する、ことを条件とする変更を行った。また、当該指導を受け
て、学則の第３条、第46条、別表第１に関連の変更記載を行っ
た。(別添２「平成25年度学則の新旧対照表」参照）
（25）

７　その他全般的事項

＜人間学部　人間文化学科＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

ａ　委員会の設置状況

　石巻専修大学では、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な取組みを推進するため、「石巻専修大学ファカル
ティ・ディベロップメント委員会規程」に基づき、全学的な組織として｢石巻専修大学FD委員会｣を設置している。

　　　　　　　「石巻専修大学ファカルティ・ディベロップメント委員会規程」
 (目的及び設置)
第1条　石巻専修大学(以下「本大学」という。)に、ファカルティ・ディベロップメント(本大学の教育の質的向上を図るた
め、組織的に取り組む活動をいう。以下「FD」という。)の推進を目的としてFD委員会(以下「委員会」という。)を置く。
 (構成)
第2条　委員会は、次の者をもって構成する。
(1)　委員長　本大学の専任教員のうち学長が指名した者　1名
(2)　委員　各学部長及び各研究科長から推薦された教員　各若干名
 (任期)
第3条　委員長及び委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。
2　委員長及び委員が任期中に欠けたとき、又は交代したときの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。
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 (審議事項)
第4条　委員会は、次の事項を審議する。
(1)　教育活動改善の方策に関する事項
(2)　初任者及び現任者の研修計画の立案及び実施に関する事項
(3)　学生による授業評価の実施、結果分析及びフィードバックに関する事項
(4)　FDに関する報告書等の作成に関する事項
(5)　部会からの報告及び審議に関する事項
(6)　その他FDの推進に関する事項
(招集)
第5条　委員会は、委員長が招集し、その議長となる。
 (大学院部会)
第6条　委員会に、大学院のFDを推進するため大学院部会を置く。
2　大学院部会は、大学院のFDに係る事項について検討し、及び委員会に報告するものとする。
3　大学院部会に関し必要な事項は、委員会が定める。
 (事務所管)
第7条　委員会の事務は、事務部事務課が所管する。
 (規程の改廃)
第8条　この規程の改廃は、委員会の議を経て学長が行う。
  附　則
この規程は、平成19年4月1日から施行する。
   附　則
この規程は、平成19年5月1日から施行する

ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　石巻専修大学FD委員会は、年間５回程度の開催を予定している。また、必要に応じて臨時委員会を開催する。

〈平成25年度〉
　第１回　平成25年 4月25日
　第２回　平成25年 5月23日
　第３回　平成25年 7月 4日
　第４回　平成25年 9月19日
　第５回　平成25年10月31日
　第６回　平成25年11月28日
　第７回　平成26年 2月20日

〈平成26年度〉
　第１回　平成26年 4月17日
　第２回　平成26年 4月24日
　第３回　平成26年 6月19日
　第４回　平成26年 7月24日
　第５回　平成26年11月 6日
　第６回　平成26年11月28日
　第７回　平成26年12月 4日

〈平成27年度〉
　第１回　平成27年 4月 2日
　第２回　平成27年 4月15日
　第３回　平成27年 5月21日
　第４回　平成27年 6月18日
　第５回　平成27年 8月 4日
　第６回　平成27年11月26日
　第７回　平成28年 3月25日

ｃ　委員会の審議事項等

　石巻専修大学FD委員会が審議する事項は、「教育活動改善の方策に関する事項」「初任者及び現任者の研修計画の立案及び
実施に関する事項」「学生による授業評価の実施、結果分析及びフィードバックに関する事項」「FDに関する報告書等の作成
に関する事項」「部会からの報告及び審議に関する事項」「その他FDの推進に関する事項」である。

②　実施状況

ａ　実施内容

・ネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣
・初任者研修会（採用時）
・授業参観（公開授業）
・FD教員研修会（教員セミナー）
・授業業評価アンケート
・その他の活動
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ｂ　実施方法

・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：本学は「FDネットワーク“つばさ”（協議会事務局 山形大
学）」に参加しており、授業業評価アンケート様式の利用の他、“つばさ”が行う企画への教員派遣や各種情報の学内還元な
どを実施
・初任者研修会（採用時）：新任教員の採用時にFD委員会委員長や事務部による研修。委員会の活動内容や授業に際しての留
意点等を解説
・授業参観（公開授業）：年２回程度、大学全体で公開可能な教員を募り実施（検討会も併せて実施）
・FD教員研修会（教員セミナー）：内外講師により教育改善のための勉強会を実施
・授業業評価アンケート：全学的に３年に１度の割合で実施。平成20年度以降は「FDネットワーク“つばさ”」に参加し参加
大学共通の調査様式を利用
・その他の活動：その他関連の取組を適宜実施する他、学部内でも必要に応じ補完的な取組を実施

ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

〈平成25年度〉
・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：FD合宿セミナー8/26・27（１名参加）。セミナー内容を教授会
に報告。その他つばさ作成の各種報告書等を教員室で閲覧可能とした。
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（13人参加）
・授業参観（公開授業）：３回実施（12/11、12/19、1/15）（延べ19人参加）
・FD教員研修会（教員セミナー）：7/18実施（約50人参加）
・授業業評価アンケート（※③参照）：未実施
・その他の活動：公開授業後の検討会を３回実施（12/11、12/19、1/15）（延べ19人参加）、FD委員会主催シンポジウム11/1
実施（来場者約100人）、全１年次対象の学習成果等アンケート実施（12/2～1/31）

〈平成26年度〉
・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：FD合宿セミナー9/8・9（１名参加）。セミナー内容を教授会に
報告。その他つばさ作成の各種報告書等を教員室で閲覧可能とした。
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（10人参加）
・授業参観（公開授業）：３回実施（7/11、8/6、10/30）（延べ63人参加）
・FD教員研修会（教員セミナー）：6/5実施（60人参加）、12/11実施（62人参加）
・授業業評価アンケート（※③参照）：前期及び後期で全教員対象に実施
・その他の活動：公開授業後の検討会を３回実施（7/11、8/6、10/30）（延べ63人参加）、体験型授業8/6実施（48人参
加）、全年次対象の学習成果等アンケート実施（11/4～1/30）

ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　石巻専修大学では、各教員がFD関連の企画への参加や実施結果等を踏まえて、担当科目の授業改善にそれぞれ努めていくこ
とを基本としているが、FD委員会が主導し全学的に実施する授業評価アンケートについては、集計後すぐにデータを担当教員
に戻した上で「授業評価アンケート結果についての教員の対応」に関する調査票に記載・提出してもらうことを通じても授業
改善を促している。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

ａ　実施の有無及び実施時期

〈平成27年度〉
・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：FD合宿セミナー9/8・9（１名参加）。セミナー内容をFD委員会
に報告。その他つばさ作成の各種報告書等を教員室で閲覧可能とした。
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（2人参加）
・授業参観（公開授業）：３回実施（7/3、7/14、12/15）（延べ23人参加）
・FD教員研修会（教員セミナー）：5/14実施（48人参加）、6/25実施（49人参加）、7/30実施（36人参加）、9/24実（24人参
加）、10/15実施（26人参加）、11/5実施（23人参加）、12/10実施（10人参加）、1/7実施（14人参加）、
2/25実施（22人参加）
・授業業評価アンケート（※③参照）：未実施（平成27年度は前年度に実施した内容の分析や報告書のとりまとめを行った。
なお、人間学部では独自に毎年度実施）
・その他の活動：全年次対象の学習成果等アンケート実施（11/6～1/29）、FDネットワークつばさのFD協議会及び運営協議会
への参加（2/20）

〈平成28年度〉
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（2人参加）

　石巻専修大学では、３年に1度の割合で全学的な授業評価アンケートを実施しており、最近では平成23年度に実施したとこ
ろである。平成26年度は実施年度に当たり、全教員を対象として前期末と後期末に実施した。なお、人間学部は独自に、空白
年度の調査を計画していることから、専任教員について前・後期各１科目を対象に平成25年度と平成27年度に授業評価アン
ケートを行った。
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ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　石巻専修大学では、平成23年度に実施した授業評価アンケートについて、全科目別の集計結果と分析結果が報告書（平成25
年３月発行）として取りまとめられ、平成25年６月にFDネットワーク“つばさ”の全参加校などに配布された。学内では教員
室、図書館で閲覧可能とした他、ホームページ上にも掲載した。平成26年度実施の授業評価アンケートについても一定の分析
等を行い同様としているが、特に学生へ広く周知する初めての試みとして、平成27年５月にアンケート結果の一部をグラフ化
し学生食堂に掲示した。なお、人間学部が独自に実施したアンケート等の取組みも報告書にまとめ図書館等で閲覧可能として
いる。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　石巻専修大学の自己点検・評価は、全教職員により全学的に取り組むことを基本として、全体的な自己点検・評価について
は、「石巻専修大学自己点検・評価に関する規程」に基づき、自己点検・評価全学委員会（※委員長は学長から指名された教
授）、自己点検・評価運営委員会（※自己点検・評価全学委員会委員長が兼務）、個別機関自己点検・評価委員会（※委員長
は各個別機関の長）が連携協力して自己点検・評価を実施する。自己点検・評価全学委員会は、本学の自己点検・評価活動を
全学的な視野で総合的包括的に指揮・統括を行い、自己点検・評価運営委員会は円滑な実施・運営のための全学的な調整を担
当し、個別機関委員会は、各個別機関の点検・評価を行う任務分担となっている。なお、本学では、加盟している財団法人大
学基準協会の認証評価を７年ごとに受けており、平成25年度はそのために必要な申請（平成24年度）を終え、評価を受ける年
度となっている。
　従って、今回の認証評価には、人間学部に関する内容は含まれていない。しかし、人間学部では、石巻専修大学が大学とし
ての内部の質保証の観点から自己点検・評価全学委員会と各個別機関委員会が連携して毎年度行っている自己点検・評価活動
の一環として、「設置の趣旨・目的」の達成状況などについても、同様に点検・評価を行うこととしている。

〈平成25年度の総括評価・所見〉
　人間学部では、地域社会の発展と向上に貢献するため、東日本大震災からの復興の視点も踏まえつつ、文化と教育を柱とし
た人材育成を目的に、人間文化学科及び人間教育学科を設置した。
　開設から1年経過したのみで十分な評価をするには至らないが、教育課程については概ね設置計画どおり履行している。特
に、１泊２日で行われる新入生オリエンテーションセミナー、１・２年次に両学科共通で実施される基礎総合演習Ⅰ及びⅡに
おいて、設置の趣旨・目的の理解と、興味関心・学習意欲の喚起につなげるべく、石巻専修大学がこれまで培ってきた経験・
実績を踏まえた内容等の充実に努めた結果、総じて学生の反応も良好である。
　また、人間学部では地域と連携した人づくりを進めており、その推進組織として「石巻圏域保育・教育人材育成推進協議
会」が平成26年２月に設置された。
　２年目以降も引き続き教育課程の充実に取組み、設置計画の履行を着実なものとしていく。定員充足については、人間文化
学科では、緩やかながら改善傾向がみられるものの２年連続で入学定員を下回った。人間教育学科では、２年目に入学定員に
ほぼ近い学生数が確保できた。しかし、依然として石巻地域は震災の影響が大きく、暫く全学的に不安定な募集環境が続くと
考えており、人間教育学科も含めて引き続き募集活動の一層の強化に努めていくこととしている。

〈平成26年度の総括評価・所見〉
　開設２年目の平成26年度は、新学部として２学年分が揃ったことに加えて、他学部に比べ女子学生の割合が多いこと、地域
と連携した正課および正課外の活動などにも積極的に参加していることなどから、総じて大学全体の活気につながっている。
３年目以降も引き続き教育課程の充実に取組み、設置計画の履行を着実なものとしていくこととしている。
　定員充足については、人間文化学科では１年目から２年目にかけて緩やかな改善傾向を示していたが、３年目（平成27年度
入試）において31人（0.77倍）と大きく改善が見られた。しかし、入学定員的には尚下回っていることから、引き続き募集活
動の一層の強化に努めていくこととしている。また、人間教育学科では３年目（平成27年度入試）においても、ほぼ入学定員
に近い学生数が確保できたことから、今後とも安定した学生の充足に努めることとしている。

〈平成27年度の総括評価・所見〉
　開設３年目の平成27年度は、学部として入学生も多く、１年次から３年次までの学生が揃ったことなどもあり、活気が生ま
れている。また、大学祭では授業で研究した成果発表や地域行事などにも積極的に参加するなど、新学部の目的に沿った活動
を展開している。完成年度となる４年目も引き続き教育課程の充実に取組み、設置計画の履行を着実なものとしていくことと
している。
　定員充足については、人間文化学科では１年目から２年目にかけて緩やかな改善傾向を示し、さらに３年目（平成27年度入
試）に31人（0.77倍）と大きく改善したが、４年目（平成28年度入試）に17人（0.42）と減少した。４年平均でも0.42倍と
0.7倍に及ばないことから、引き続き募集活動の一層の強化に努めていくこととしている。
　特に、平成29年度入試では家計収入が一定程度以下の者に対して、授業料の半額を4年間減免する新たな制度（進学サポー
ト奨学生制度）の導入を計画している。また、他学科科目を自学科の履修モデルに取り込み、新たな学びをプラスする学科間
ジョイント・プログラムを、平成29年度入学生から全学的に導入することから人間文化学科でも計画している。一方、人間教
育学科では４年目（平成27年度入試）においても0.7倍を上回る学生数が確保できたことから、前述の進学サポート奨学生制
度の活用を呼びかけるなどして、今後とも安定した学生の充足に努めることとしている。
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②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　財団法人大学基準協会の認証評価の結果及び申請した自己点検評価・報告書については、平成26年4月に公表した。

　ｂ　公表方法

　上記ａの財団法人大学基準協会の認証評価の結果及び申請した自己点検評価・報告書については、印刷物やＣＤとして、財
団法人大学基準協会の加盟大学や石巻市等の関係機関へ送付するとともに、ホームページに掲載するなどして公表している。

③　認証評価を受ける計画

　石巻専修大学では、大学基準協会による認証評価を７年ごとに受けており、今回（平成24年度に申請準備、平成25年度に評
価）の後の認証評価は平成32年度となる。ただし、平成25年度の評価で努力課題とされた項目については、平成29年度７月末
までの対応状況を「改善報告書」にまとめ大学基準協会に報告する必要がある。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

（４） 情報公表に関する事項

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　2016年　７月　８日　　）

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）
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設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ ヒダカ　ヨシヒロ ）

日　髙　義　博

（平成１８年１１月）

（ サカタ　 タカシ ） （ オイケ マモル ）

坂　田　　　隆 尾　池　　守

（平成１９月４月） （平成２８月４月）

（ ヤマザキ　ショウイチ ）

山　崎　省　一

（平成２５年４月）

（ ササハラ　ヒデフミ ）

笹　原  英　史

（平成２５年４月）

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人 専修大学

（２） 大　学　名
　　　　石巻専修大学

（３） 大学の位置

　　　〒９８６－８５８０
　　　　宮城県石巻市南境新水戸１番地

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

（４） 管理運営組織

職　　名

理 事 長

学　　長
前任が任期満了のため変
更（28）

学 部 長

人間教育学科
主任教授

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　　記入してください。

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は，各職に相当する職名の方を記載してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　（例）平成２６年度に報告済の内容　→（26）

　　　　　　平成２８年度に報告する内容　→（28）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告
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　　　・　なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は，平成２５年度開設の４年制の学科の場合（平成２８年度までの４年間）ですが，開設年度・

　　　

人間学部

　人間教育学科

　学士（人間教育学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

53 93 81 57

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( 1 ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

52 92 80 55

( ー ) ( ー ) ( 1 ) ( ー ) ( 1 ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

50 79 71 53

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( 1 ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

27 39 37 29

( ー ) ( ー ) ( ー ) ( ー ) ( 1 ) ( ー ) ( ー ) ( ー )

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　　には，欄を設けてください。）

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

設 置 時 の 計 画
備　　　　　考

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

年 人 年次 人

人

4 40 ー 160

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　　　　　　　

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
平均入学定員

超 過 率
備　　考

0.82倍

40 40 40 40
(　ー 　) (　ー 　) (　ー 　) (　ー 　)

[ 　ー　 ] [ 　ー　 ] [ 　ー　 ] [ 　ー　 ]

志願者数

Ａ　 入学定員

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

0.67 0.97 0.92 0.72

（注）・　数字は，平成２８年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には
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対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

（ー） （ー） （ー） （ー）

27 ー 39 ー 37 ー 29

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

（ー） （ー） （ー） （ー） （ー） （ー）

24 ー 39 ー 35

[ ー ] [ ー ] [ ー ] [ ー ]

（ー） （ー） （ー） （ー）

21 ー 39

[ ー ] [ ー ]

（ー） （ー）

20

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度
備　　　　　考

１年次

２年次に編入学生１人を含
む（27）

２年次

３年次

４年次

計

[　 ー  　] [　 ー  　] [　 ー  　] [　 ー  　]

（ 　ー 　 ） （ 　ー 　 ） （ 　ー 　 ） （ 　ー 　 ）

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してくだ

　　　　さい。

27 63 97 123

（注）・　数字は，平成２８年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２５年度 2 人 0 人 進路変更(2人)

平成２６年度 3 人 0 人
進路変更（1人）、病気（1人）、勉学意欲喪
失（1人）

平成２７年度 1 人 0 人 進路変更（1人）

平成２８年度 0 人 0 人

平成２６年度 1 人 0 人 進路変更(1人)

平成２７年度 0 人 0 人

平成２８年度 0 人 0 人

平成２７年度 1 人 0 人 経済的理由(1人)

平成２８年度 1 人 0 人 経済的理由(1人)

29 人 0 人 平成２８年度 0 人 0 人 0.0 ％

132 人 9 人 6.8 ％

　　　区　分

対象年度

入学者数（b） 退学者数（a） 主な退学理由

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

退学者数（内訳）

退学者数
退学者数の
うち留学生数

％

平成２５年度
入学者

27 人 6 人 22.2

人 5.4

％

平成２６年度
入学者

39 人 1 人 2.6

％

平成２８年度
入学者

合　　計

（注）・　数字は，平成２８年５月１日現在の数字を記入してください。　

平成２７年度
入学者

37 人 2

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

　　　　　ありません。）

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２８年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下第１位までを記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

1前 2 兼1

1後 2 兼1

2前 2 兼1

2後
未開講
2後

2 1

1前 2 兼1

1後 2 兼1

1前 2 兼2

1後 2 兼2

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼2

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼2

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼1

未開講
1･2後

2 兼1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

3前 2 兼1

3後
未開講
3後

2 兼1

1後 1 1

2後 1 1

未開講
3前

1 1

3後 2 1

1通 2 4

2通 2 4

1.2前
未開講
1･2前

2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 1

1･2後 2 1 1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 兼1

1･2後 2 兼1

1･2前 2 1 兼1

1･2後
未開講
1･2後

2 1 兼1

1･2後 2 兼2

1前 2 2 1 1 兼3

1前 2 1 兼1

1前 2 兼1

1前 2 兼1

1後 2 1

2前 2 兼1

2前 2
１
0
2

２　授業科目の概要

＜人間学部　人間教育学科＞

（１） 授業科目表

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

基
本
教
育
科
目

スキル養
成

情報・数量
的

スキル

情報活用法Ⅰ

情報活用法Ⅱ

基礎統計学

基礎数学
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講(26)(27)

表現力の養
成

日本語技法A

日本語技法B

英語A

英語B

英語C

英語D

英語コミュニケーションA

英語コミュニケーションB

中国語A

中国語B

フランス語A

フランス語B

ドイツ語A

ドイツ語B 履修希望者がいなかったため未開講(28)

ハングルA

ハングルB

人間力養
成

社会性の養
成

ボランティア論

ボランティア演習
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

キャリアの
形成

キャリア設計

キャリア開発

キャリア研究 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

インターンシップ

総合力の養
成

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

教養力養
成

人間の理解

歴史と民族
通常開講（26）
履修希望者がいなかったため未開講（25）

多文化と異文化理解

生活習慣と健康管理

健康科学と身体運動

社会の理解

法と社会

法と人権

経済と社会

国際社会と現代

自然の理解

生命と地球

物質とエネルギー
通常開講（27）
履修希望者がいなかったため未開講（26）

環境と科学

専
門
教
育
科
目

専
門
基
礎
科
目

学部専門基礎

人間学概論

心理学概論
兼担教員の退職（平成26年3月定年）に伴う担当者
変更。後任の助教は平成24年7月教員審査済み
（26）

教育学概論

社会学概論

社会福祉論

復興の社会学

専
門
基
幹
科
目

保育と教育の基
本理解

教職概論

教職課程申請の際の指導を踏まえ担当者変更予定
（ただし就任予定の教授が死亡したため後任未
定）。また、当初は受講機会増のため、人間文化
学科の同名教職科目分も含めて開講数２・担当者
２名と計画したが、人間文化学科の科目には「中
等」を付す旨の指導があり、教育体系上の整合性
を考慮し、開講数１・担当者１に変更（25）

担当 後任未定（※平成26年4月から

の専任教員採用予定で募集を開始し平

成25年度中に教員審査提出予定）

担当 佐藤 幹男（教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

1後
1･2後

2 1
兼0
兼2

3後
2･3後

2
１
0
2

兼0
兼1

1後 2
1
2

1後 2 1

3後 2 1

2後 2 兼1

4前 2 1

3前 2 兼1

1後 2 兼3

2前 2 1 兼1

2前 2 兼1

2前 2 2 兼1

2後
2前

2 兼1

2前 2 1

2前 2 兼1

2前
2後

2 兼1

2後 2 1 兼1

2後 2 1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3前 2 1

3前 2 兼1

3前 2 兼1

3前 2 1

1前 2 兼1

1前 2 兼1

1後 2 1

2前 2 2

2後
2前

2 兼1

1後 2 1

2後 2 兼1

専
門
教
育
科
目
（

つ
づ
き
）

専
門
基
幹
科
目
（

つ
づ
き
）

保育と教育の基
本理解（つづ

き）

教育原理

教職課程申請の際の指導により担当者変更。ま
た、当初は受講機会増のため、人間文化学科の同
名教職科目分も含めて開講数２・担当者２名と計
画したが、人間文化学科の科目には「中等」を付
す旨の指導があり、教育体系上の整合性を考慮
し、開講数１・担当者１に変更するとともに配当
年次を変更（25）

教育制度論

教職課程申請の際の指導を踏まえ担当者変更予定
（ただし就任予定の教授が死亡したため後任未
定）。また、当初は受講機会増のため、人間文化
学科の同名教職科目分も含めて開講数２・担当者
２名と計画したが、人間文化学科の科目には「中
等」を付す旨の指導があり、教育体系上の整合性
を考慮し、開講数１・担当者１に変更するととも
に配当年次を変更（25）

教育心理学

当初は受講機会増のため、人間文化学科の同名教
職科目分も含めて開講数２・担当者２名と計画し
たが、人間文化学科の科目には「中等」を付す旨
の指導があり、教育体系上の整合性を考慮し、開
講数１・担当者１に変更（25）

保育原理

保育者論

社会的養護

家庭支援論

児童家庭福祉

専
門
展
開
科
目

保育と教育の理
解

保育内容総論

保育内容（健康） 教職課程申請の際の指導により担当者変更（25）

保育内容（人間関係） 記載漏れ（26）

保育内容（環境） 教職課程申請の際の指導により担当者変更（25）

保育内容（言葉）
兼任教員の都合により開講期変更（27）
記載漏れ（26）

保育内容（音楽表現）

保育内容（造形表現） 記載漏れ（26）

初等教科教育法（国語）
兼任教員の都合により開講期変更と担当教員数の
記載漏れ（26）

初等教科教育法（社会）

教職課程申請の際の指導により担当者変更（25）

初等教科教育法（算数）

初等教科教育法（図画工作）

初等教科教育法（生活）

初等教科教育法（音楽）

初等教科教育法（理科）

初等教科教育法（家庭）

初等教科教育法（体育）

国語

図画工作

体育

算数

生活 兼任教員の都合により開講期変更（27）

理科

家庭

担当 笹原 英史（教授）

平成25年6月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 新福 悦郎（准教授）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 後任未定（※平成26年4月から

の専任教員採用予定で募集を開始し平

成25年度中に教員審査提出予定）

担当 笹原 英史（教授）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 佐藤 幹男（教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 新福 悦郎（准教授）

平成25年6月 教員審査提出済

判定 可 （26）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

2後 2 1

2後 2 1

4前 2 兼1

4前 2 兼1

2前
2･3前

2
1
0
2

2後
2･3後

2 1 1 兼1

3後 2 1 1

3前
2･3前

2 1 1

3前 2 1 1 兼1

2後
2･3後

2 1 兼1

3前
2･3前

2 1 1 兼1

専
門
教
育
科
目
（

つ
づ
き
）

専
門
展
開
科
目
（

つ
づ
き
）

保育と教育の理
解（つづき）

社会

音楽

言語表現

小学校の外国語活動

教育課程論

教職課程申請の際の指導を踏まえ担当者変更予定
（ただし就任予定の教授が死亡したため後任未
定）。また、当初は受講機会増のため、人間文化
学科の同名教職科目分も含めて開講数２・担当者
２名と計画したが、人間文化学科の科目には「中
等」を付す旨の指導があり、教育体系上の整合性
を考慮し、開講数１・担当者１に変更するととも
に配当年次を変更（25）

教育方法論

教職課程申請の際の指導により担当者変更。ま
た、当初は受講機会増のため、人間文化学科の同
名教職科目分も含めて開講数２・担当者２名と計
画したが、人間文化学科の科目には「中等」を付
す旨の指導があり、教育体系上の整合性を考慮
し、開講数１・担当者１に変更するとともに配当
年次を変更（25）

幼児理解の理論と方法

教職課程申請の際の指導により担当者変更（25）

教育相談の理論と方法

当初は受講機会増のため、人間文化学科の同名教
職科目分も含めて開講数２・担当者２名と計画し
たが、人間文化学科の科目には「中等」を付す旨
の指導があり、教育体系上の整合性を考慮し、開
講数１・担当者１に変更するとともに配当年次を
変更（25）

道徳教育の指導法
道徳の指導法

教職課程申請の際の指導により名称変更・担当者
変更。また、当初は受講機会増のため、人間文化
学科の同名教職科目分も含めて開講数２・担当者
２名と計画したが、人間文化学科の科目には「中
等」を付す旨の指導があり、教育体系上の整合性
を考慮し、開講数１・担当者１に変更（25）

特別活動の指導法

教職課程申請の際の指導により担当者変更。ま
た、当初は受講機会増のため、人間文化学科の同
名教職科目分も含めて開講数２・担当者２名と計
画したが、人間文化学科の科目には「中等」を付
す旨の指導があり、教育体系上の整合性を考慮
し、開講数１・担当者１に変更するとともに配当
年次を変更（25）

生徒・進路指導の理論と方法

教職課程申請の際の指導により担当者変更。ま
た、当初は受講機会増のため、人間文化学科の同
名教職科目分も含めて開講数２・担当者２名と計
画したが、人間文化学科の科目には「中等」を付
す旨の指導があり、教育体系上の整合性を考慮
し、開講数１・担当者１に変更するとともに配当
年次を変更（25）

担当 平川 久美子（助教）

平成25年6月 教員審査提出予定

担当 後任未定（※平成26年4月か

らの専任教員採用予定で募集を開始

し平成25年度中に教員審査提出予

定）

担当 佐藤 幹男（教授）

平成25年8月 教員審査済

判定 可 （26）

担当 平川 久美子（助教）

平成25年6月 教員審査済

判定 可 （26）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

1後 2 1 兼1

2前 2 1 兼1

1後 1 1

1後 2 兼1

2前 2 1 兼1

2後 1 兼1

1後 2 兼2

3前 1 兼1

2前 2 1

3前 1 1

1前 2 3

1後 2 3

2後 2 1

2前 2 兼1

4前 2 兼1

2後 2 1

4前 2 兼1

1後 2 1

3後 2 兼1

4後 2 1

4後 2 1

2後 2 1

4後 2 兼1

3前 2 1

4前 2 兼1

4前 2 兼1

3後 2 兼1

4前 2 兼1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

3前 1 2

3前 2 4 2

3前 2 3 1

3前 1 1

3前 2 7 3

3前 2 6 2

3前
2前

2 1 1

3前
2前

2 3 2
兼1

3後
2後

2 5 2 兼1

4前 1 1 1

4前 2 3 2 兼1

1前 2 1
兼2
兼3

1後 2 1
兼2
兼3

1前 2 1

未開講
1後

2 1

2前 2 1
兼2
兼3

2後 2 1
兼2
兼3

3前 2 1
兼2
兼3

3後 2 1
兼2
兼3

4前 2 1
兼2
兼3

4後 2 1
兼2
兼3

2後 2 兼1

2前 2 兼1

2前 2 1

2後
未開講
2後

2 1 兼9

未開講
3前

2 兼1

3前
未開講
3前

2
2
3

1 兼3

未開講
3後

2 兼1

4前
１
2

1

4前 2 兼1

3前
未開講
3前

2 兼1

4後 2 兼1

2前 2 1

3通 2 1

4後 2 1 1

専
門
教
育
科
目
（

つ
づ
き
）

専
門
展
開
科
目
（

つ
づ
き
）

保育と教育の理
解（つづき）

乳児保育

障がい児保育

相談援助

子どもの保健Ⅰ

子どもの保健Ⅱ

子どもの保健演習　　　　　

子どもの食と栄養

社会的養護内容

心理と支援の理
解

保育心理学Ⅰ

保育心理学Ⅱ

心理学基礎実験

心理学基礎実習

心理アセスメント基礎実習

心理統計法

心理学研究法

学習心理学

認知心理学

発達心理学

社会心理学

家族心理学

健康心理学

障がい児・者心理学

福祉心理学

臨床心理学概論

心理療法

人格心理学

臨床心理事例研究

臨床心理技法実習

カウンセリング基礎理論

カウンセリング基礎実習

保育と教育の実
践

幼児教育実習事前事後指導

幼児教育実習Ⅰ

幼児教育実習Ⅱ

初等教育実習事前事後指導

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育実習指導Ⅰ
保育士養成課程申請の際の指導により配当年次を
変更（25）

保育実習Ⅰ（保育所）
保育士養成課程申請の際の指導により配当年次を
変更（25）

保育実習Ⅰ（施設）
保育士養成課程申請の際の指導により配当年次を
変更（25）

保育実習指導Ⅱ

保育実習Ⅱ（保育所）

専門関連科目

ピアノ実技とソルフェージュⅠ 兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（25）

ピアノ実技とソルフェージュⅡ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

アンサンブルⅠ

アンサンブルⅡ 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

子どもの歌と伴奏法Ⅰ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

子どもの歌と伴奏法Ⅱ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

器楽演習（応用）Ⅰ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

器楽演習（応用）Ⅱ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

器楽演習（応用）Ⅲ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

器楽演習（応用）Ⅳ
兼任教員１名が就任辞退したため担当者減（平成
25年度記載漏れ）（26）

生涯学習論

社会教育論

幼児体育

自然環境論
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

教育社会学 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

地域・学校連携論
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）
死亡した兼担教員の補充に伴う変更（26）

子ども文化論 履修希望者がいなかったため未開講（27)(28)

子どもと野外活動
保育士養成課程申請の際の指導により単位数を変
更（25）

子どもとマルチメディア

地域防災論
通常開講（28）
履修希望者がいなかったため未開講（27）

環境物理学

専門
総合
演習
科目

保育・教育総合
演習

保育・教育研究

専門職研究

保育・教職実践演習（幼・小）
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必　修 選　択 自　由 教　授 准教授 講　師 助　教 助　手

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
単位数 専任教員等の配置

備考

2前 2 兼1

2後
2前

2 兼1

（２） 授業科目数

選　択
科目

136
0 153

特別教育科目

行動科学

公益社団法人日本心理学会・認定心理士認定委員
会の指摘を踏まえ科目追加（26）

教育心理学研究法

兼任教員の都合により開講期変更（27）
公益社団法人日本心理学会・認定心理士認定委員
会の指摘を踏まえ科目追加（26）

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上
　　　　で，前年度報告時（平成２７年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し
　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。
　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

必　修 選　択

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，
　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合
　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）
　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可
　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，
　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

科目 科目

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。
　　　　

設　置　時　の　計　画 変　　更　　状　　況
備考

必　修 自　由 計

155

[　　2　] [　　2　]

自　由 計
科目 科目 科目 科目 科目

17 0 153 17 136 2

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに,［　］内に，届出時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）
　　　・資格に関する課程など，別課程としている授業科目については算入する必要はありません。

[　 0 ] [ 　0 ] [　　0　] [　　0　]

公益社団法人日本心理学会・認定心理士
認定委員会の指摘（資格取得には２科目
不足）により自由科目として新たに２科
目を追加（26）
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

１ 該当なし

２

３

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

１ 該当なし

２

３

（３） 未開講科目

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して

　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　知方法」を記入してください。

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　

未開講科目と廃止科目の計
＝ 0.00

設置時の計画の授業科目数の計
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３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

寄宿舎新築による変更（平成27年12月1日付で校地の変更
届済み）（28）

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
　　　133,108

　　　　　137,600　㎡
0　㎡ 0　㎡

　　　133,108
　　　　　137,600　㎡

運動場用地 　　　131,042　㎡ 0　㎡ 0　㎡ 　　　131,042　㎡

小　　　計
　　　264,150

　　　　　268,643　㎡
0　㎡ 0　㎡

　　　264,150
　　　　　268,643　㎡

そ　の　他
　　　158,458

　　　　　153,966　㎡
0　㎡ 0　㎡

　　　158,458
　　　　　153,966　㎡

合　　　計 　　　422,608　㎡ 0　㎡ 0　㎡ 　　　422,608　㎡

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

　　　　　39､686　㎡ 0　㎡ 0　㎡
　　　　　　39､686
㎡

（　　39,686　㎡） （　　　　0　　㎡） （　　　0　　　㎡） （　　39,686　㎡）

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設
大学全体(情報処理学習施設の１室に語学学習機能あり）

誤記による訂正(25)
補助職員1名追加(26)30　　室 16　　室

       57     室 8　　室 0　　室

66 　　　2
（補助職員１人）

（補助職員　0　人）

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数
申請学科全体

平成26年4月の専任教員数分で調整(26)
人間学部　人間文化学科

15
16

室

人間学部　人間教育学科
15
16

室

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

〔うち外国書〕 点

機械・器具 標　　本

大学全体の共用分
 
図書177,346〔61,966〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌2,104〔815〕
電子ジャーナル24〔24〕
視聴覚資料2,050

図書174,473〔61,315〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌2,100〔815〕
視聴覚資料1,988
 
図書172,051〔60,749〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌2,045〔789〕
電子ジャーナル36〔36〕
視聴覚資料1,952
 
図書162,726〔59,118〕(視聴覚資料含む）
学術雑誌1,998〔776〕
電子ジャーナル51〔51〕
視聴覚資料1,619
機械・器具22

備考欄は年度進行による修正、視聴覚資料欄は誤記によ
る訂正(26)
図書欄及び備考欄は年度進行による修正(27)
図書欄及び備考欄は年度進行による修正(28)

(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

図
書
・
設
備

冊 種 点 点

人間学部
人間文化学科

　 　

  4,450 〔450〕         21〔8〕 0〔0〕　 24 0

（3,900 〔400〕） 20

（3,350 〔350〕） (24)

（2,800 〔300〕） （21〔8〕） （0〔0〕） (20) 22 0

人間学部
人間教育学科

  4,300 〔300〕 21〔3〕　 9〔9〕　 50 (22) 0

（3,750 〔250〕）

（3,200 〔200〕）

（2,650 〔150〕） （21〔3〕） （9〔9〕） (50) 0

計

  8,750 〔750〕 42〔11〕　 9〔9〕　 74 22 0

（7,650 〔650〕） 70

（6,550 〔550〕） (74)

（5,450 〔450〕） （42〔11〕） （9〔9〕） (70) (22) 0

(６) 図　　書　　館
面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

3,496　㎡ 261席 約200,000冊

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

3,188　㎡ 雨天体育場 テニスコート 弓道場

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

※共同研究費は大学全体

(８) 教員１人当り研究費等 500千円 500千円 図書購入費 8,820千円 9,775千円 3,775千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等 15,200千円 15,200千円 設備購入費
83,846
75,524 千円

4,127
4,126 千円

 ― 千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

人間学部
人間文化学科

1,243 千円 1,013 千円 1,013 千円 1,013 千円 千円

1,273 千円 1,043 千円 1,043 千円 1,043 千円 千円 千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常経費補助金、資産運用収入、雑収入、等

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　　　

設備購入費の開設前年度は実績（備品追加購入）を踏ま
えた訂正、開設年度は小数点以下の端数処理の統一によ
る訂正（25）

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次

千円

人間学部
人間教育学科

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２８年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（28）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。
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平成28年度より入学定員増（15）

平成27年度より編入学定員の募集停止

平成28年度より入学定員減（△5）
平成27年度より編入学定員の募集停止

平成25年度より募集停止(編入学定員は平成
27年度募集停止)

平成25年度より募集停止(編入学定員は平成
27年度募集停止)

平成28年度より入学定員減（△10）
平成27年度より編入学定員の募集停止

備考

４　既設大学等の状況

大学の名称  　　石　巻　専　修　大　学

既設学部等の名称 修業年限
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

理工学部

　機械工学科

　食環境学科 4 40 ― 160 学士 (工学) 0.51

　生物科学科 4 55 ― 175 学士 (理学)

40 ― 160 学士 (工学) 0.61

宮城県石巻市
南境新水戸１番
地

1.47 平成25年度

平成25年度

平成元年度

　情報電子工学科 4 35 ― 155 学士 (工学) 0.59 平成元年度

4

　基礎理学科 4 ―
―

― 学士 (理学) ―　 平成元年度

　生物生産工学科 4 ―
―

― 学士 (工学) ―　 平成元年度

経営学部

　経営学科 4 190 ― 790 学士 (経営学) 0.55 平成元年度

人間学部

　人間文化学科 4 40 ― 160 学士 (人間文化学) 0.42 平成25年度

　人間教育学科 4 40 ― 160 学士 (人間教育学) 0.82 平成25年度

理工学研究科

　修士課程

　　物質工学専攻 2 5 ― 10 修士 (工学) 0.00 平成5年度

　　機械システム工学専攻 2 5 ― 10 修士 (工学) 0.20 平成5年度

　　生命科学専攻 2 5 ― 10 修士 (理学) 0.20 平成5年度

　博士後期課程

　　生命環境科学専攻 3 3 ― 9 博士 (理学) 0.11 平成7年度

　　物質機能工学専攻 3 3 ― 9 博士 (工学) 0.00 平成7年度

経営学研究科

　修士課程

　　経営学専攻 2 5 ― 10 修士 (経営学) 0.40 平成5年度

　博士後期課程

　　経営学専攻 3 3 ― 9 博士 (経営学) 0.11 平成9年度

大学の名称  　　専　修　大　学

既設学部等の名称 修業年限
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

経済学部

　経済学科 4 490 ― 1,930 学士 (経済学) 1.16 昭和24年度 神田校舎

　国際経済学科 4 205 ― 805 学士 (経済学) 1.17 平成8年度 東京千代田区神
田神保町三丁目
８番地１

法学部

　法律学科 4 562 ― 2,212 学士 (法学) 1.21 昭和24年度

　政治学科 4 153 ― 603 学士 (政治学) 1.18 平成18年度 生田校舎

神奈川県川崎市
多摩区東三田二
丁目１番地１

経営学部

　経営学科 4 542 ― 2,132 学士 (経営学) 1.15 昭和37年度

商学部

　マーケティング学科 4 455 ― 1,775 学士 (商学) 1.19 昭和40年度

　会計学科 4 220 ― 880 学士 (商学) 1.09 昭和43年度

文学部

　日本語学科 4 71 281 学士 (文学) 1.20

　日本文学文化学科 4 114 444 学士 (文学) 1.19

4 142 562 学士 (文学) 1.15

平成22年度

平成22年度

昭和41年度

―

―

　哲学科 4 71 ― 281 学士 (文学) 1.13 平成22年度

　英語英米文学科

　歴史学科 4 132 ― 522 学士 (文学) 1.17 平成22年度

　環境地理学科 4 51 ― 201 学士 (文学) 1.10 平成22年度

　人文・ジャーナリズム学科 4 93 ― 363 学士 (文学) 1.19 平成22年度

ネットワーク情報学部

　ネットワーク情報学科 4 235 ― 925 学士 (情報学) 1.11 平成13年度

人間科学部

　心理学科 4 72 ― 282 学士 (心理学) 1.17 平成22年度

　社会学科 4 122 ― 482 学士 (社会学) 1.15 平成22年度

経済学部二部

　経済学科 4 90 ― 390 学士 (経済学) 1.05 昭和24年度

法学部二部

　法律学科 4 90 ― 540 学士 (法学) 0.96 昭和24年度

商学部二部

　マーケティング学科 4 90 ― 390 学士 (商学) 1.09 昭和40年度

―
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修士(経済学)

修士(金融経済)
昭和27年度

博士 (経済学)

　博士後期課程

　　経済学専攻 昭和45年度3 3 ― 9

　修士課程

法学研究科

　　法学専攻 2 25 ― 50 修士 (法学) 0.20 昭和29年度

　博士後期課程

　　民事法学専攻 3 3 ― 9 博士 (法学) 0.11

　　公法学専攻 3 3 ― 9 博士 (法学) 昭和49年度

昭和30年度

文学研究科

　修士課程

　　日本語日本文学専攻 2 10 ― 20 修士 (文学) 0.75 昭和46年度

　　英語英米文学専攻 2 5 ― 10 修士 (文学) 0.50 昭和46年度

　　哲学専攻 2 5 ― 10 修士 (哲学) 0.60 昭和46年度

　　歴史学専攻 2 10 ― 20 修士 (歴史学) 0.70 平成4年度

　　地理学専攻 2 5 ― 10 修士 (地理学) 0.10 平成4年度

　　社会学専攻 2 5 ― 10 修士 (社会学) 0.40 平成4年度

　　心理学専攻 2 10 ― 20 修士 (心理学) 平成4年度

文学研究科

　博士後期課程

　　日本語日本文学専攻 3 3 ― 9 博士 (文学) 0.55 昭和48年度

　　英語英米文学専攻 3 2 ― 6 博士 (文学) 0.16

　　哲学専攻 3 2 ― 6 博士 (哲学)

博士 (歴史学) 0.20 平成6年度

昭和48年度

0.16 昭和48年度

3 ― 9 博士 (地理学)

　　歴史学専攻 3 5 ― 15

0.00 平成6年度

　　社会学専攻 3 3 ― 9 博士 (社会学)

　　地理学専攻 3

3 3 ― 9 博士 (心理学)

0.22 平成6年度

平成6年度　　心理学専攻

経営学研究科

修士(情報管理)
昭和50年度

　博士後期課程

昭和52年度
博士(情報管理)

博士 (経営学)

商学研究科

　　商学専攻 2 10 ― 20 修士 (商学) 0.35 昭和50年度

　修士課程

2 15 ― 30 修士 (商学) 0.86 平成22年度

　博士後期課程

　　会計学専攻

　　商学専攻 3 2 ― 6 博士 (商学) 0.33 昭和52年度

3 2 ― 6 博士 (商学) 0.66 平成22年度　　会計学専攻

法務研究科

　専門職学位課程

　　法務専攻 3 28 ― 138 法務博士(専門職) 0.49 平成16年度

大学の名称  　専　修　大　学　北　海　道　短　期　大　学

既設学部等の名称 修業年限
入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

所　在　地

年 人 年次 人

短期大学士 (農学) ― 平成18年度

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

短期大学士 (経済学) ― 平成18年度

倍

　みどりの総合科学科 2 ― ― ― 北海道美唄市字
美唄1610－1 　　平成23年度より募集停止

　商経社会総合学科 2 ― ― ―

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２８年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　　の最小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　修士課程

経済学研究科

　　経済学専攻 2 30 ― 60 0.35

0.33

0.22

1.20

　修士課程

0.33

　　経営学専攻 2 20 ― 40 0.42
修士 (経営学)

　　経営学専攻 3 3 ― 9 0.77
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＜人間学部　人間教育学科＞

（１） 担当教員表

氏名 氏名

（年齢） （年齢）

生活習慣と健康管理

健康科学と身体運動

体育

幼児教育実習Ⅰ

幼児教育実習Ⅱ

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅰ（施設）

保育実習Ⅱ（保育所）

人間学概論 人間学概論

地域・学校連携論 地域・学校連携論

初等教育実習Ⅰ 初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ 初等教育実習Ⅱ

保育実習Ⅰ（施設） 保育実習Ⅰ（施設）

教育原理

教職概論

教育課程論

教職概論

教育課程論

教育方法論 教育方法論

道徳の指導法 道徳教育の指導法

特別活動の指導法 特別活動の指導法

教育制度論 後任未定

平成25年2月
石田一彦（教授）が死亡したことに
より後任未定（25）

地域・学校連携論 専 教授
佐藤　幹男

（）
平成26年４月 教育制度論 平成25年8月教員審査済（26）

兼任 講師
渥美　佳子

（）
平成25年４月 地域・学校連携論

平成25年8月「地域・学校連携論」
について佐藤幹男で教員審査を受け
たが「不可、兼任補充可」の判定に
より兼任３名で分担対応。渥美佳子
は平成25年４月就任済み(26)

兼任 講師
佐藤　正枝

（）
平成25年４月 地域・学校連携論

平成25年8月「地域・学校連携論」
について佐藤幹男で教員審査を受け
たが「不可、兼任補充可」の判定に
より兼任３名で分担対応。佐藤正枝
は平成25年４月就任済み(26)

兼任 講師
保原　和子

（）
平成25年４月 地域・学校連携論

平成25年8月「地域・学校連携論」
について佐藤幹男で教員審査を受け
たが「不可、兼任補充可」の判定に
より兼任３名で分担対応。保原和子
は平成25年４月就任済み(26)

５　教員組織の状況

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専
教授
(学部
長)

山崎  省一
（）

平成25年４月

専
教授

(学科主
任)

笹原  英史
（）

平成25年４月

専
教授

(学科主
任)

笹原  英史
（）

平成25年４月

教職課程申請の際の指導により当科
目追加
平成25年6月教員審査提出予定
（25）
平成25年8月教員審査済（26）

後任未定

教職課程申請の際の指導を踏まえ担
当者を石田一彦（教授）に変更する
ことにしていたが、死亡したことに
より後任未定（25）

専 教授
佐藤　幹男

（）
平成26年４月

平成25年8月教員審査済（26）

兼任 講師
天間　　環

(63)
平成26年４月

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

専 教授
鈴木　俊夫

（）
平成26年４月 初等教科教育法（算数） 専 教授

田中　秀典
（）

平成26年４月 初等教科教育法（算数）

平成25年3月
鈴木俊夫（教授）の就任辞退と教職
課程申請の際の指導による担当者変
更

平成25年6月
教員審査提出予定（25）
平成25年6月教員審査済（26）

専 教授
石田　一彦

（）
平成26年４月

平成26年4月からの専任教員
採用予定で募集を開始する。
平成25年度中に教員審査提
出予定。当該科目は平成26
年4月開講のため、支障はな
い。

平成26年4月からの専任教員
採用予定で募集を開始する。
平成25年度中に教員審査提
出予定。当該科目は平成26
年4月開講のため、支障はな
い。

なお「道徳の指導法」は

「道徳教育の指導法」に名

称変更。
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

キャリア設計

キャリア開発

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

初等教育実習事前事後指導

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育実習Ⅰ（施設）

保育・教職実践演習（幼・小）

地域・学校連携論

教育課程論 後任未定

教職課程申請の際の指導を踏まえ担
当者を石田一彦（教授）に変更する
ことにしていたが、死亡したことに
より担当者未定（25）

専 教授
佐藤　幹男

（）
平成26年４月 教育課程論 平成25年8月教員審査済（26）

生徒・進路指導の理論と方法 兼任 講師
天間　　環

()
平成26年４月 生徒・進路指導の理論と方法

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

人間学概論

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

社会福祉論

相談援助

保育実習Ⅰ（施設）

人間学概論

基礎総合演習Ⅰ

社会福祉論

相談援助

算数 算数

初等教科教育法（算数）

キャリア研究

インターンシップ

算数

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育・教育研究

専門職研究

教職概論 後任未定

教職課程申請の際の指導を踏まえ担
当者を石田一彦（教授）に変更する
ことにしていたが、死亡したことに
より後任未定（25）

専 教授
佐藤　幹男

（）
平成26年４月 教育概論 平成25年8月教員審査済（26）

保育内容（音楽表現）

初等教科教育法（音楽）

音楽

幼児教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅰ

保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅱ（保育所）

ピアノ実技とソルフェージュⅠ

ピアノ実技とソルフェージュⅡ

子どもの歌と伴奏法Ⅰ

子どもの歌と伴奏法Ⅱ

アンサンブルⅠ

アンサンブルⅡ

器楽演習（応用）Ⅰ

器楽演習（応用）Ⅱ

器楽演習（応用）Ⅲ

器楽演習（応用）Ⅳ

生命と地球※

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

自然環境論

保育内容（環境） 兼任 講師
山崎　　裕

（）
平成26年４月 保育内容（環境）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

専 教授
木村  民男

（）
平成25年４月

専 教授
照井　孫久

（）
平成26年４月

兼任 講師
照井　孫久

（）
平成25年４月

専 教授
田中　秀典

（）
平成26年４月 専 教授

田中　秀典
（）

平成26年４月

教職課程申請の際の指導により担当
科目追加
平成25年6月
教員審査提出予定（25）

平成25年6月教員審査済(26)

専 教授
有見　正敏

（）
平成26年４月

専 教授
近藤  裕子

（）
平成25年４月

専 教授
栁 　　明

（）
平成25年４月

平成26年4月からの専任教員
採用予定で募集を開始する。
平成25年度中に教員審査提
出予定。当該科目は平成26
年4月開講のため、支障はな
い。

平成26年4月からの専任教員
採用予定で募集を開始する。
平成25年度中に教員審査提
出予定。当該科目は平成26
年4月開講のため、支障はな
い。
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

障がい児・者心理学

教育相談の理論と方法

子どもの保健Ⅱ

保育心理学Ⅰ

保育心理学Ⅱ

家族心理学

臨床心理学概論

幼児教育実習Ⅰ

幼児教育実習Ⅱ

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育実習指導Ⅰ

保育実習指導Ⅱ

保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅰ（施設）

保育実習Ⅱ（保育所）

幼児理解の理論と方法 専任 助教
平川　久美子

（）
平成25年４月 幼児理解の理論と方法

教職課程申請の際の指導により担当
者変更
平成25年6月
教員審査提出予定（25）

平成25年6月教員審査済(26)

物質とエネルギー

基礎総合演習Ⅰ

基礎総合演習Ⅱ

理科

幼児教育実習Ⅰ

幼児教育実習Ⅱ

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育内容（環境） 兼任 講師
山崎　　裕

（）
平成26年４月 保育内容（環境）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

人間学概論 人間学概論

社会 社会

地域・学校連携論 地域・学校連携論

初等教科教育法（社会）

教育方法論 教育方法論

道徳の指導法 道徳教育の指導法

兼任 講師
新福　悦郎

（）
平成25年４月 人間学概論

健康科学と身体運動

初等教科教育法（体育）

心理学基礎実験

心理学基礎実習

健康心理学

幼児教育実習事前事後指導

幼児教育実習Ⅰ

幼児教育実習Ⅱ

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅰ（施設）

保育実習Ⅱ（保育所）

幼児体育

子どもと野外活動

保育内容（健康） 兼任 講師
安藤　正樹

（）
平成26年４月 保育内容（健康）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

教育心理学 教育心理学

保育原理 保育原理

保育者論 保育者論

家庭支援論 家庭支援論

乳児保育 乳児保育

障がい児保育 障がい児保育

心理学基礎実験 心理学基礎実験

心理学基礎実習 心理学基礎実習

心理アセスメント基礎実習 心理アセスメント基礎実習

発達心理学 発達心理学

幼児教育実習事前事後指導 幼児教育実習事前事後指導

幼児教育実習Ⅰ 幼児教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅰ 初等教育実習Ⅰ

保育実習指導Ⅰ 保育実習指導Ⅰ

保育実習指導Ⅱ 保育実習指導Ⅱ

保育実習Ⅰ（保育所） 保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅱ（保育所） 保育実習Ⅱ（保育所）

保育・教職実践演習（幼・小） 保育・教職実践演習（幼・小）

幼児理解の理論と方法

専 教授
佐藤  正恵

（）
平成25年４月

専 教授
指方  研二

（）
平成25年４月

専 准教授
新福　悦郎

（）
平成26年４月

専 准教授
新福　悦郎

（）
平成26年４月

教職課程申請の際の指導により担当
科目追加
平成25年6月
教員審査提出予定（25）

平成25年6月教員審査済(26)

兼任 講師
天間　　環

()
平成26年４月

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

専 助教
永山　貴洋

（）
平成25年４月

専 助教
平川　久美子

（）
平成25年４月 専 助教

平川　久美子
（）

平成25年４月

教職課程申請の際の指導により担当
科目追加
平成25年6月
教員審査提出予定（25）

平成25年6月教員審査済(26)

なお「道徳の指導法」は「道

徳教育の指導法」に名称変更。
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

人間学概論

心理学概論

教育心理学 専 助教
平川　久美子

（）
平成25年４月 教育心理学

開講数見直しに伴い担当者変更。平
川久美子は平成24年7月教員審査済
み（26）

心理学基礎実験

心理学基礎実習

学習心理学

初等教育実習Ⅰ

初等教育実習Ⅱ

保育実習Ⅰ（施設）

生徒・進路指導の理論と方法 兼任 講師
天間　　環

()
平成26年４月 生徒・進路指導の理論と方法

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

教育相談の理論と方法 専 教授
佐藤  正恵

（）
平成25年４月 教育相談の理論と方法

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

兼任 講師
佐藤  誠子

（）
平成25年４月 人間学概論

兼担
教授

(学長)
坂田    隆

（）
平成25年４月 子どもの食と栄養

心理学概論 専 助教
佐藤　誠子

（）
平成26年４月 心理学概論

平成26年3月
阿部康一（兼担）の退職（定年）に
より担当者変更。佐藤誠子は平成24
年7月教員審査済み（26）

教育心理学 専 助教
平川　久美子

（）
平成25年４月 教育心理学

平成26年3月
阿部康一（兼担）の退職（定年）に
より担当者変更。平川久美子は平成
24年7月教員審査済み（26）

心理統計法 心理統計法

心理学研究法 心理学研究法

社会心理学 社会心理学

人格心理学 人格心理学

行動科学

教育心理学研究法

兼担 教授
綾　皓二郎

（）
平成25年４月 情報活用法Ⅰ

兼任 講師
綾　皓二郎

（）
平成27年４月 情報活用法Ⅰ

子どもの保健Ⅰ

環境と科学

兼担 教授
土屋 　 剛

（）
平成26年４月 自然環境論

フランス語Ａ

フランス語Ｂ

国際社会と現代

兼担 教授
大津  幸一

（）
平成25年４月 英語Ｂ

兼担 教授
深川  通寛

（）
平成26年４月 基礎統計学

人間学概論

社会学概論

教育社会学

保育内容（人間関係） 兼任 講師 高柳　恭子
（）

平成26年４月 保育内容（人間関係）
教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

兼任 講師 樋口　広思
（）

平成26年４月 保育内容（人間関係）
担当科目の調整に伴う担当者変更
（26）

人間学概論

教育学概論

教育原理 専 教授
笹原  英史

（）
平成25年４月 教育原理

教職課程申請の際の指導と担当科目
数の調整等により担当者変更
平成25年6月
教員審査提出予定(25）

平成25年6月教員審査済（26）

兼担 教授
松谷　武成

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
佐々木　洋

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
角田    出

（）
平成26年４月 自然環境論

英語Ａ

英語Ｃ

英語Ｄ

兼担 教授
湊    信吾

（）
平成28年４月 子どもとマルチメディア

兼担 教授
宮嵜 　 厚

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
根本 智行

（）
平成26年４月 自然環境論

兼担 教授
松﨑  俊之

（）
平成25年４月 人間学概論

英語Ａ

小学校の外国語活動

兼担 教授
佐々木 万亀夫

（）
平成25年４月 情報活用法Ⅱ

法と社会 法と社会

法と人権

兼担 教授
惠原  貴志

（）
平成25年４月 物質とエネルギー

専 助教
佐藤  誠子

（）
平成26年４月

兼担 教授
阿部  康一

（）
平成25年４月

兼任 講師
阿部  康一

（）
平成26年４月 兼任 講師

阿部  康一
（）

平成26年４月

公益社団法人日本心理学会・認定心
理士認定委員会の指摘を踏まえ科目
追加（26）

兼担 教授
鈴木  　均

（）
平成25年４月

兼担 教授
大谷  尚文

（）
平成25年４月

兼担 教授
佐藤　利明

（）
平成25年４月

兼担 教授
西方　  守

（）
平成25年４月

兼担 教授
長谷川  香子

（）
平成25年４月

兼担 教授
根本 　 泉

（）
平成25年４月

兼担 教授
三森  敏正

（）
平成25年４月 平成25年４月

平成26年3月
小野昇平の退職（本人都合）により
担当科目追加（26）

兼担 教授
三森  敏正

（）
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氏名 氏名

（年齢） （年齢）

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

環境と科学

基礎数学

環境物理学

兼担 准教授
依田  清胤

（）
平成26年４月 自然環境論 教授 昇格のため（25）

英語コミュニケーションＡ 英語コミュニケーションＡ

英語コミュニケーションＢ 英語コミュニケーションＢ

保育内容（言葉） 兼任 講師
高柳　恭子

（）
平成26年４月 保育内容（言葉）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

兼任 講師
飯島　典子

（）
平成27年４月 保育内容（言葉）

平成27年3月
高柳恭子の退職（本人都合）により
担当者変更（27）

国語 兼任 講師
鈴木  洋子

（）
平成25年5月 国語

平成25年4月
廣瀬裕作（准教授）が退職したこと
により担当者変更（25）

言語表現
後任未定

平成25年4月
廣瀬裕作（准教授）が退職したこと
により後任未定（25）

兼担 准教授
遠藤　郁子
（松原）

()
平成26年4月 言語表現

退職した廣瀬裕作の後任として就任
したことにより担当者変更。遠藤郁
子は平成26年４月就任済み（26）

兼担 准教授
輪田　直子

(小尾)
（）

平成25年４月 中国語Ａ

英語Ｂ

英語Ｄ

兼担 准教授
玉置　　仁

（）
平成26年４月 自然環境論

生命と地球 生命と地球

自然環境論 自然環境論

初等教科教育法（理科） 兼任 講師
山崎　　裕

（）
平成26年４月 初等教科教育法（理科）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

教育制度論 後任未定

教職課程申請の際の指導を踏まえ担
当者を石田一彦（教授）に変更する
ことにしていたが、死亡したことに
より担当者未定（25）

専 教授
佐藤　幹男

（）
平成26年４月 教育制度論 平成25年8月教員審査済（26）

保育内容（造形表現） 保育内容（造形表現）

初等教科教育法（図画工作）
伊藤純子

（）
平成25年４月 初等教科教育法（図画工作）

図画工作 図画工作

兼任 講師
宮川　和子

（）
平成27年10月 初等教科教育法（図画工作）

担当教員の科目調整に伴う担当者変
更（28）

保育内容総論 保育内容総論

障がい児保育 障がい児保育

地域・学校連携論

兼任 講師
鈴木  守幸

（）
平成27年４月 児童家庭福祉

日本語技法Ａ 日本語技法Ａ

日本語技法Ｂ 日本語技法Ｂ

国語

初等教科教育法（国語） 兼任 講師
田村　嘉勝

（）
平成26年４月 初等教科教育法（国語）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

初等教科教育法（生活）

生活

子ども文化論

教育原理 専 教授
笹原　英史

（）
平成25年４月 教育原理

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

保育内容総論 保育内容総論

保育実習Ⅰ（保育所） 保育実習Ⅰ（保育所）

保育実習Ⅰ（施設） 保育実習Ⅰ（施設）

保育実習Ⅱ（保育所） 保育実習Ⅱ（保育所）

地域・学校連携論

初等教科教育法（社会） 専 准教授
新福　悦郎

（）
平成26年４月 初等教科教育法（社会）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

特別活動の指導法 兼任 講師
天間　　環

（）
平成26年４月 特別活動の指導法

平成26年3月
佐々木勝基の就任辞退により担当者
変更（26）

兼担 准教授
阿部  正典

（）
平成25年４月

兼任 講師
設楽レベッカ・

リン
()

平成26年４月

平成26年3月
Richard Halberstadt（准教授）の
退職(本人都合)により担当者変更
（26）

兼担 准教授
廣瀬　裕作

（）
平成25年４月

兼担 准教授
Richard

Halberstadt
（）

平成25年４月

兼担 准教授
大縄　道子

（）
平成25年４月

兼任 講師
尾田　太良

（）
平成25年４月 兼任 講師

長谷川　四郎
（）

平成28年４月
平成27.10
尾田太良の退職（死亡）により担当
者変更（28）

兼任 講師
千葉　善昭

（）
平成26年４月

渥美　佳子
（）

平成25年４月 科目追加（26）

兼任 講師
新妻  健悦

（）
平成25年４月 兼任 講師

平成25年４月

兼任 講師

教職課程申請の際の指導等により担
当者変更（25）

兼任 講師
渥美　佳子

（）
平成25年４月 兼任 講師

鈴木  洋子
（）

平成25年４月
平成25年4月
廣瀬裕作（准教授）が退職したこと
により担当科目追加（25）

兼任 講師
米澤　孝雄

（）
平成25年４月

兼任 講師
鈴木  洋子

（）

兼任 講師
佐藤　正枝

（）
平成25年４月 兼任 講師

佐藤　正枝
（）

平成25年４月 科目追加（26）

兼任 講師
佐々木　勝基

（）
平成26年４月

平成26年4月からの兼担教員
（人間文化学科専任教員）採
用予定で募集を開始する。当
該科目は平成28年4月開講の
ため、支障はない。

平成26年4月からの専任教員

採用予定で募集を開始する。

当該科目は平成27年10月開講

のため、支障はない。



48

氏名 氏名

（年齢） （年齢）

認　可　時　の　計　画 変　更　状　況

備　考
専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

専任・
兼担・
兼任・
の別

職名 就任予定年月 担当授業科目の名称

生涯学習論 生涯学習論

社会教育論 社会教育論

保育内容総論 保育内容総論

乳児保育 乳児保育

地域・学校連携論

家庭 兼任 講師
門脇　久子

（）
平成28年４月 家庭

平成28年3月
遠藤俊子の退職（本人都合）により
担当者変更（28）

初等教科教育法（家庭） 兼任 講師
中屋　紀子

（）
平成27年４月 初等教科教育法（家庭）

教職課程申請の際の指導により担当
者変更（25）

兼任 講師
生野　桂子

（）
平成27年４月 初等教科教育法（家庭）

平成27年3月
中屋紀子の就任辞退により担当者変
更（27）

器楽演習（応用）Ⅰ

器楽演習（応用）Ⅱ

器楽演習（応用）Ⅲ

器楽演習（応用）Ⅳ

ピアノ実技とソルフェージュⅠ

ピアノ実技とソルフェージュⅡ

子どもの歌と伴奏法Ⅰ

子どもの歌と伴奏法Ⅱ

復興の社会学 兼任 講師
佐藤　翔輔

（）
平成27年４月 復興の社会学

担当教員の科目調整に伴う担当者変
更（27）

地域防災論

器楽演習（応用）Ⅰ

器楽演習（応用）Ⅱ

器楽演習（応用）Ⅲ

器楽演習（応用）Ⅳ

ピアノ実技とソルフェージュⅠ

ピアノ実技とソルフェージュⅡ

子どもの歌と伴奏法Ⅰ

子どもの歌と伴奏法Ⅱ

ボランティア論

ボランティア演習

中国語Ａ

中国語Ｂ

歴史と民族

多文化と異文化理解

兼任 講師
工藤　与志文

（）
平成26年４月 認知心理学 兼任 講師

渡邊　兼行
（）

平成28年４月 認知心理学
平成28年3月
工藤与志文の就任辞退により担当者
変更（28）

心理療法

カウンセリング基礎理論 兼任 講師
樋口　広思

（）
平成28年４月 カウンセリング基礎理論

担当教員の科目調整に伴う担当者変
更（28）

兼任 講師
佐伯　千春

（）
平成25年４月 子どもの食と栄養

器楽演習（応用）Ⅰ

器楽演習（応用）Ⅱ

器楽演習（応用）Ⅲ

器楽演習（応用）Ⅳ

ピアノ実技とソルフェージュⅠ

ピアノ実技とソルフェージュⅡ

子どもの歌と伴奏法Ⅰ

子どもの歌と伴奏法Ⅱ

ドイツ語Ａ
ドイツ語Ｂ

ハングルＡ ハングルＡ

ハングルＢ ハングルＢ

兼任 講師
平川　昌宏

（）
平成28年４月 福祉心理学

社会的養護

社会的養護内容

兼任 准教授
荒井　壮一

（）
平成25年４月 経済と社会 兼担

准教授
助教

関口　駿輔
（）

平成25年４月 経済と社会
昇格による職位変更（27）
平成25年3月
就任辞退により担当者変更（25）

兼任 講師
河北　洋介

（）
平成25年４月 法と人権 兼任 講師

小野　昇平
（）

平成25年４月 法と人権
平成25年3月
就任辞退により担当者変更（25）

兼担 教授
三森　敏正

（）
平成25年４月 法と人権

平成26年3月
小野昇平の退職（本人都合）により
担当者変更。三森敏正は平成25年４
月就任済み（26）

兼任 講師
松川　春樹

（）
平成27年４月 臨床心理事例研究 兼任 講師

一條　玲香
（）

平成28年４月 カウンセリング基礎理論
平成28年3月
松川春樹の退職（本人都合）により
担当者変更（28）

兼任 講師
高橋　恵子

（）
平成28年４月 臨床心理技法実習

子どもの保健Ⅱ 兼任 講師
岩佐　郁子

（）
平成28年４月 子ども保健Ⅱ

担当教員の科目調整に伴う担当者変
更（28）

子どもの保健演習

兼任 講師
黒澤　　泰

（）
平成27年４月 カウンセリング基礎実習 兼任 講師

一條　玲香
()

平成27年４月 カウンセリング基礎実習
平成27年3月
黒澤泰の就任辞退により担当者変更
（27）

（注）・　申請書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。
　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に
　　　　所属している場合は，〈○○学部　△△学科〉の箇所を「共通」とし，表を分けて作成してください。
　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。
　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。
　　　・　年齢は，「設置時の計画」には当該学部等の就任時における満年齢を，「変更状況」には平成２８年５月１日現在の満年齢
　　　　を記入してください。
　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，
　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，
　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。
　　　・　認可で設置された学部等の専任教員を変更する場合は，当該専任教員が授業を開始する前に必ず「専任教員採用等設置計画
　　　　変更書」を提出し，大学設置・学校法人審議会による教員資格審査（AC教員審査）を受けてください。AC教員審査を受けずに専任
　　　　教員として授業等を担当することは出来ません。
　　　・　「専任教員採用等変更書（ＡＣ）」を提出し「可」の教員判定を受けている場合は「○年○月教員審査済」，変更書を提出予定
　　　　の場合は「○年○月変更書提出予定」と記入してください。
　　　　　なお，設置認可審査時に教員審査省略となっている場合は，「備考」に「（教員審査省略）」及びその変更の理由，変更年度
　　　　（　）書き等のみを記入してください。

　

兼任 講師
梨本　雄太郎

（）
平成26年４月

平成26年3月
佐々木勝基の就任辞退により担当者
変更（26）

兼任 講師
保原 和子

（）
平成25年４月 兼任 講師

保原 和子
（）

平成25年４月 科目追加（26）

兼任 講師
遠藤　俊子

（）
平成26年４月

兼任 講師
内山　恵子

（）
平成25年４月

兼任 講師
重川  希志依

（簱野）
（）

平成26年４月

兼任 講師
中村　由比子

（）
平成25年４月

平成25年3月
就任辞退（25）
（当該教員担当科目については、他
に担当専任教員１名、兼任教員２名
おり支障がないことから後任は不補
充）

兼任 講師
佐藤　正幸

（）
平成27年４月

兼任 講師
富里　京子

（）
平成25年４月

兼任 講師
千葉　　一

（）
平成25年４月

兼任 講師
大和田　智文

（）
平成27年４月

兼任 講師
高塚　美奈子

（渥美）
（）

平成25年４月

兼任 講師
嶋崎　順子

（）
平成25年４月

平成27年11月
宋貞熹の退職（本人都合）により担
当者変更（28）

兼任 講師
齋藤　康隆

()
平成26年４月

兼任 講師
宋　貞熹

（）
平成25年４月 兼任

兼任 講師
堀内　由美

（）
平成26年４月

黄　孝善
（）

平成28年４月講師
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助　教

3

［0］

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入するとともに，

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

　　　　および，平成２８年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

科目 科目

科目 科目

科目 科目

科目 科目

（２） 専任教員数等

　（２）－①　専任教員数

設置時の計画 現在（報告書提出時）の状況 現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

教　授 准教授 講　師 助　教 計 教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授 准教授 講　師

計
（Ｂ）

12 1 0 3 16
11 1 0 3 15

11 1 0 15

（7） （0） （0） （2） （9） ［△1］ ［0］ ［0］ ［△1］

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

　（２）－②　年齢構成

年齢構成

定年規定
の定める

報告書提出時
（上記（Ａ））

完成年度時（上記（Ｂ））
の教員うち、定年を延長し

70 0 0

歳 名 名

　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

（３） 専任教員辞任等の理由

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 就任辞退（未就任）の理由

１ 教授 鈴木　俊夫

選択 初等教科教育法（算数） ① 「初等教科教育法（算数）」担当の専任教員として平成26年4月に就
任を予定していたが、教職課程申請に際して当該科目で「不可」の
判定を受けたことから就任を辞退。（25）

２ 教授 石田　一彦

選択 教育制度論 ①
平成26年4月に就任を予定していたが、本人が死亡したことから就任
できなくなった。（25）

選択 地域・学校連携論 ②

合計（Ａ） 後任補充状況の集計（Ｂ）

就任を辞退した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

科目 必修

選択 3 科目 選択

0 必修 0 必修 0 科目

2 選択 1 選択 0 科目

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0 科目

計 3 科目 計 2 計 1 計 0 科目

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

2 人

必修 0

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合，赤字にて記入するとともに，

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」
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科目 科目

科目 科目

科目 科目

科目 科目

　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目

科目 科目

科目 科目

科目 科目

（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

番　号 職　位 専任教員氏名 必修・選択・自由の別 担当予定科目 後任補充状況 辞任等の理由

１ 該当なし

２

合計（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｄ）

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

科目 必修

選択 0 科目 選択

0 必修 0 必修 0 科目

0 選択 0 選択 0 科目

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0 科目

計 0 科目 計 0 計 0 計 0 科目

（注）・　一度就任した後に、辞任した全ての専任教員の辞任の理由を具体的に記入してください。

0 人

必修 0

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任等の理由」

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

合計（Ａ）＋（Ｃ） 後任補充状況の集計（Ｂ）＋（Ｄ）

辞任等した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c） ①の合計数（a） ②の合計数（b） ③の合計数（c）

2 人

必修 0 科目 必修 0 必修 0 必修 0 科目

選択 3 科目 選択 2 選択 1 選択 0 科目

自由 0 科目 自由 0 自由 0 自由 0 科目

計 3 科目 計 2 計 1 計 0

（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

　　　　

科目

（注）・　就任辞退（未就任）及び辞任した全専任教員について，教員数、担当科目数の合計，後任補充の状況を記入ください。

・平成26年4月に就任を予定していた鈴木俊夫教授の後任の担当については、すでに教職課程申請で「可」の判定を受けた専任教員(平成26年4月就任の田中
秀典教授）を予定していること、配当が２年次であることなどから、履修上は影響がないと考えている。（25）
　
・平成26年4月に就任を予定していた石田一彦教授の後任補充については、平成25年度中に教員審査提出を予定していること、配当が２年次であることなど
から、履修上は影響がないと考えている。（25）
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時
（２４年１２月） 人間教育学科

１．「学校心理モデル」を選択する
学生だけでなく、「初等教育モデ
ル」、「幼児教育モデル」を選択し
た学生も心理学分野の授業科目を履
修することが想定されることから、
心理学分野の教員について、今後必
要に応じて充実すること。

ＣＡＰ制の関係上（年間上限44単
位）、「初等教育モデル」や「幼
児教育モデル」を選択した場合、
３年次までは心理学分野の授業科
目がほとんど履修できない。この
ため、先ずはＣＡＰ制の範囲内に
おいて少しでも多くの関連科目が
履修しやすいように時間割の配置
を工夫するなどの対応を図る。
（25）

１～３年次までの「初等教育モデ
ル」や「幼児教育モデル」を選択
した学生の心理学分野の授業科目
の履修者や希望者の状況を勘案し
ながら、心理学分野の授業科目の
履修が可能になる４年次（平成28
年度）以降、必要に応じて心理学
分野の教員の充実も検討する。
（25）

（その他大学全般に関する事項）

特になし。

（その他意見）

　○情報処理科目などにおいて、教
育効果に応じたＴＡの配置を行う計
画となっているが、授業運営に支障
がない体制を整備することが望まし
い。

情報処理科目などにおいては、平
成25年度の履修学生数が27名のた
め、授業運営に支障がない体制に
なっている。（25）

平成26年度以降、想定の人数を超
えるような場合には、複数展開を
検討するなど、授業運営に支障が
ない体制を整備する。（25）

  ○履修指導を行う担当教員が多岐
に渡っており、どの教員が中心と
なって指導するのか、また、担当教
員間の連携がどのように行われるの
かが不明であることから、ＦＤにお
ける検討などを通じて一層の組織的
な履修指導の体制を整備することが
望ましい。

履修指導については、クラス担任
（２名）が中心となって行い、学
科主任が最終的な責任を負う。ま
た、人間学部教授会において、各
履修担当者と学部・学科構成員で
情報を共有し、指導の密接な連携
を図っている。（25）

この履修指導体制については、随
時、クラス担任が面談によって学
生の側の要望などを汲み取るとと
もに、学生アンケートを利用した
ＦＤ活動などをとおして点検し、
問題点があれば、学部・学科とし
て改善する予定である。（25）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 改善意見

理工学部食環境学科、人間学部人間
教育学科、人間文化学科の定員充足
率が0.7倍未満となっていることか
ら、学生の確保に努めるとともに、
入学定員の見直しについて検討する
こと。

(26年2月)
(25年5月)

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

留意事項

 人間教育学科の定員充足率は、平
成26年度入試において0.7倍を上
回ったが、本学が立地する地域
は、依然として震災の影響が大き
く、暫く全学的に不安定な募集環
境が続くと考えており、数年かけ
て定員充足に努める。
 このため、本学入学試験委員会を
中心に学科の特性や状況も踏まえ
ながら、募集活動の強化策（入試
アドバイザーの活用、訪問高校の
担当制、資料請求者等への重点的
な広報活動、目的別リーフレット
作成、オープンキャンパス等のイ
ベント内容の充実、入試制度改善
による多様な受験機会の確保、
等）を継続・推進する。
 特に、イベント内容の充実では、
平成26年度から石巻圏域高校等と
の連携強化事業として、大学見学
会等を共同で実施する。また、多
様な受験機会の確保では、平成27
年度入試から新たに特待生入試及
びスポーツ推薦入試を導入する。
この他、間接的に魅力の増大につ
ながるように、教育内容の充実や
学生生活面の充実も平行して推進
する。
 特に、学生生活面では、JR仙石線
の復旧の遅れや学生アパートの供
給不足という問題がある。震災後
の学生の住環境を改善するため
に、平成27年3月完成を目途に学生
寮の建設を進める。通学支援バス
６路線については、引き続き運行
の改善を図る。
（対応完了予定時期：平成28年
度）（26）

 開設1年目の平成25年度入試で人
間学部人間教育学科の定員充足率
が0.7倍未満となったのは、設置
の趣旨・目的等が高校・受験生へ
十分に浸透しなかった点が大きい
と考えている。特に、人間教育学
科は設置認可の遅れから募集期間
が短く、当初予定の「公募制推薦
入試」も実施できなかった点も影
響している。
 このため、開設2年目の平成26年
度入試の実施に当たっては、本学
入学試験委員会を中心に、高校・
受験生への設置の趣旨・目的の周
知に留意しながら、募集活動の強
化に努めた。具体的には、入試ア
ドバイザーの活用、訪問高校の担
当制、資料請求者等への重点的な
広報活動、目的別リーフレット作
成、オープンキャンパス等のイベ
ント内容の充実、一部未実施で
あった入試の導入も含めた入試制
度改善による多様な受験機会の確
保などである。
 この結果、平成26年度は開設1年
目を上回る志願者数（1.75倍）と
なり、定員充足率でも0.7倍を上
回った。（26）
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設置計画履行状況

調　　 査　　 時 改善意見

(27年2月)
(26年5月)

該当なし。

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 改善意見

(28年2月) 該当なし。

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は寄附行為変更

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　してください。

　　　　報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況は，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。

　　　　の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，具体的に記入し，



53

設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

①修了要件単位数124単位　必修科目33単位、選択科目263単位 ①保育士養成課程申請時の指導により、選択科目「子どもと野
外活動（２単位）」を１単位に修正した。この結果、修了要件
単位数124単位　必修科目33単位、選択科目262単位に、変更し
た。（25）

　公益社団法人日本心理学会・認定心理士認定委員会の指摘
（資格取得には２科目不足）を受け、新たに自由科目として２
科目を追加した。この結果、修了要件単位数124単位　必修科目
33単位、選択科目262単位、自由科目4単位、に変更した。
（ ）②入学者選抜の概要－選抜方法（実施方法及び定員割合）－

　計画時の各入学試験の募集定員の割合：
　・特別選抜方式　各学科18人
　・一般入学試験　各学科15人
　・大学入試センター試験利用入学試験　各学科７人
　　（※１年目は一般入学試験の募集定員に含めて対応）

②入学者選抜の概要－選抜方法（実施方法及び定員割合）－
　平成25年度入学試験（開学初年度）の志願実績を踏まえ、定
員確保に向けて、平成26年度入学試験の募集定員の割合を変更
する。
　人間学部（人間文化学科・人間教育学科）
・特別選抜方式　33人
　・一般入学試験　24人
・大学入試センター試験利用入学試験　人間学部23人
　（25）

７　その他全般的事項

＜人間学部　人間教育学科＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

ａ　委員会の設置状況

　石巻専修大学では、授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な取組みを推進するため、「石巻専修大学ファカルティ・
ディベロップメント委員会規程」に基づき、全学的な組織として｢石巻専修大学FD委員会｣を設置している。

　　　　　　　「石巻専修大学ファカルティ・ディベロップメント委員会規程」
 (目的及び設置)
第1条　石巻専修大学(以下「本大学」という。)に、ファカルティ・ディベロップメント(本大学の教育の質的向上を図るため、
組織的に取り組む活動をいう。以下「FD」という。)の推進を目的としてFD委員会(以下「委員会」という。)を置く。
 (構成)
第2条　委員会は、次の者をもって構成する。
(1)　委員長　本大学の専任教員のうち学長が指名した者　1名
(2)　委員　各学部長及び各研究科長から推薦された教員　各若干名
 (任期)
第3条　委員長及び委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。
2　委員長及び委員が任期中に欠けたとき、又は交代したときの後任者の任期は、前任者の残任期間とする。
 (審議事項)
第4条　委員会は、次の事項を審議する。
(1)　教育活動改善の方策に関する事項
(2)　初任者及び現任者の研修計画の立案及び実施に関する事項
(3)　学生による授業評価の実施、結果分析及びフィードバックに関する事項
(4)　FDに関する報告書等の作成に関する事項
(5)　部会からの報告及び審議に関する事項
(6)　その他FDの推進に関する事項
(招集)
第5条　委員会は、委員長が招集し、その議長となる。
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 (大学院部会)
第6条　委員会に、大学院のFDを推進するため大学院部会を置く。
2　大学院部会は、大学院のFDに係る事項について検討し、及び委員会に報告するものとする。
3　大学院部会に関し必要な事項は、委員会が定める。
 (事務所管)
第7条　委員会の事務は、事務部事務課が所管する。
 (規程の改廃)
第8条　この規程の改廃は、委員会の議を経て学長が行う。
  附　則
この規程は、平成19年4月1日から施行する。
   附　則
この規程は、平成19年5月1日から施行する

ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　石巻専修大学FD委員会は、年間５回程度の開催を予定している。また、必要に応じて臨時委員会を開催する。

〈平成25年度〉
　第１回　平成25年 4月25日
　第２回　平成25年 5月23日
　第３回　平成25年 7月 4日
　第４回　平成25年 9月19日
　第５回　平成25年10月31日
　第６回　平成25年11月28日
　第７回　平成26年 2月20日

〈平成26年度〉
　第１回　平成26年 4月17日
　第２回　平成26年 4月24日
　第３回　平成26年 6月19日
　第４回　平成26年 7月24日
　第５回　平成26年11月 6日
　第６回　平成26年11月28日
　第７回　平成26年12月 4日

〈平成27年度〉
　第１回　平成27年 4月 2日
　第２回　平成27年 4月15日
　第３回　平成27年 5月21日
　第４回　平成27年 6月18日
　第５回　平成27年 8月 4日
　第６回　平成27年11月26日
　第７回　平成28年 3月25日

ｃ　委員会の審議事項等

　石巻専修大学FD委員会が審議する事項は、「教育活動改善の方策に関する事項」「初任者及び現任者の研修計画の立案及び実
施に関する事項」「学生による授業評価の実施、結果分析及びフィードバックに関する事項」「FDに関する報告書等の作成に関
する事項」「部会からの報告及び審議に関する事項」「その他FDの推進に関する事項」である。

②　実施状況

ａ　実施内容

・ネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣
・初任者研修会（採用時）
・授業参観（公開授業）
・FD教員研修会（教員セミナー）
・授業業評価アンケート
・その他の活動

ｂ　実施方法

・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：本学は「FDネットワーク“つばさ”（協議会事務局 山形大学）」
に参加しており、授業業評価アンケート様式の利用の他、“つばさ”が行う企画への教員派遣や各種情報の学内還元などを実施
・初任者研修会（採用時）：新任教員の採用時にFD委員会委員長や事務部による研修。委員会の活動内容や授業に際しての留意
点等を解説
・授業参観（公開授業）：年２回程度、大学全体で公開可能な教員を募り実施（検討会も併せて実施）
・FD教員研修会（教員セミナー）：内外講師により教育改善のための勉強会を実施
・授業業評価アンケート：全学的に３年に１度の割合で実施。平成20年度以降は「FDネットワーク“つばさ”」に参加し参加大
学共通の調査様式を利用
・その他の活動：その他関連の取組を適宜実施する他、学部内でも必要に応じ補完的な取組を実施
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ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

〈平成25年度〉
・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：FD合宿セミナー8/26・27（１名参加）。セミナー内容を教授会に
報告。その他つばさ作成の各種報告書等を教員室で閲覧可能とした。
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（13人参加）
・授業参観（公開授業）：３回実施（12/11、12/19、1/15）（延べ19人参加）
・FD教員研修会（教員セミナー）：7/18実施（約50人参加）
・授業業評価アンケート（※③参照）：未実施
・その他の活動：公開授業後の検討会を３回実施（12/11、12/19、1/15）（延べ19人参加）、FD委員会主催シンポジウム11/1実
施（来場者約100人）、全１年次対象の学習成果等アンケート実施（12/2～1/31）

〈平成26年度〉
・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：FD合宿セミナー9/8・9（１名参加）。セミナー内容を教授会に報
告。その他つばさ作成の各種報告書等を教員室で閲覧可能とした。
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（10人参加）
・授業参観（公開授業）：３回実施（7/11、8/6、10/30）（延べ63人参加）
・FD教員研修会（教員セミナー）：6/5実施（60人参加）、12/11実施（62人参加）
・授業業評価アンケート（※③参照）：前期及び後期で全教員対象に実施
・その他の活動：公開授業後の検討会を３回実施（7/11、8/6、10/30）（延べ63人参加）、体験型授業8/6実施（48人参加）、全
年次対象の学習成果等アンケート実施（11/4～1/30）

〈平成27年度〉
・FDネットワークつばさ関連情報提供や企画等への教員派遣：FD合宿セミナー9/8・9（１名参加）。セミナー内容をFD委員会に
報告。その他つばさ作成の各種報告書等を教員室で閲覧可能とした。
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（2人参加）
・授業参観（公開授業）：３回実施（7/3、7/14、12/15）（延べ23人参加）
・FD教員研修会（教員セミナー）：5/14実施（48人参加）、6/25実施（49人参加）、7/30実施（36人参加）、9/24実（24人参
加）、10/15実施（26人参加）、11/5実施（23人参加）、12/10実施（10人参加）、1/7実施（14人参加）、
2/25実施（22人参加）
・授業業評価アンケート（※③参照）：未実施（平成27年度は前年度に実施した内容の分析や報告書のとりまとめを行った。な
お、人間学部では独自に毎年度実施）
・その他の活動：全年次対象の学習成果等アンケート実施（11/6～1/29）、FDネットワークつばさのFD協議会及び運営協議会へ
の参加（2/20）

〈平成28年度〉
・初任者研修会（採用時）：4/1実施（2人参加）

ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　石巻専修大学では、各教員がFD関連の企画への参加や実施結果等を踏まえて、担当科目の授業改善にそれぞれ努めていくこと
を基本としているが、FD委員会が主導し全学的に実施する授業評価アンケートについては、集計後すぐにデータを担当教員に戻
した上で「授業評価アンケート結果についての教員の対応」に関する調査票に記載・提出してもらうことを通じても授業改善を
促している。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

ａ　実施の有無及び実施時期

　石巻専修大学では、３年に1度の割合で全学的な授業評価アンケートを実施しており、最近では平成23年度に実施したところで
ある。平成26年度は実施年度に当たり、全教員を対象として前期末と後期末に実施した。なお、人間学部は独自に、空白年度の
調査を計画していることから、専任教員について前・後期各１科目を対象に平成25年度と平成27年度に授業評価アンケートを
行った。

ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　石巻専修大学では、平成23年度に実施した授業評価アンケートについて、全科目別の集計結果と分析結果が報告書（平成25年
３月発行）として取りまとめられ、平成25年６月にFDネットワーク“つばさ”の全参加校などに配布された。学内では教員室、
図書館で閲覧可能とした他、ホームページ上にも掲載した。平成26年度実施の授業評価アンケートについても一定の分析等を行
い同様としているが、特に学生へ広く周知する初めての試みとして、平成27年５月にアンケート結果の一部をグラフ化し学生食
堂に掲示した。なお、人間学部が独自に実施したアンケート等の取組みも報告書にまとめ図書館等で閲覧可能としている。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）
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（３） 自己点検・評価等に関する事項

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　石巻専修大学の自己点検・評価は、全教職員により全学的に取り組むことを基本として、全体的な自己点検・評価について
は、「石巻専修大学自己点検・評価に関する規程」に基づき、自己点検・評価全学委員会（※委員長は学長から指名された教
授）、自己点検・評価運営委員会（※自己点検・評価全学委員会委員長が兼務）、個別機関自己点検・評価委員会（※委員長は
各個別機関の長）が連携協力して自己点検・評価を実施する。自己点検・評価全学委員会は、本学の自己点検・評価活動を全学
的な視野で総合的包括的に指揮・統括を行い、自己点検・評価運営委員会は円滑な実施・運営のための全学的な調整を担当し、
個別機関委員会は、各個別機関の点検・評価を行う任務分担となっている。なお、本学では、加盟している財団法人大学基準協
会の認証評価を７年ごとに受けており、平成25年度はそのために必要な申請（平成24年度）を終え、評価を受ける年度となって
いる。
　従って、今回の認証評価には、人間学部に関する内容は含まれていない。しかし、人間学部では、石巻専修大学が大学として
の内部の質保証の観点から自己点検・評価全学委員会と各個別機関委員会が連携して毎年度行っている自己点検・評価活動の一
環として、「設置の趣旨・目的」の達成状況などについても、同様に点検・評価を行うこととしている。

〈平成25年度の総括評価・所見〉
　人間学部では、地域社会の発展と向上に貢献するため、東日本大震災からの復興の視点も踏まえつつ、文化と教育を柱とした
人材育成を目的に、人間文化学科及び人間教育学科を設置した。
　開設から1年経過したのみで十分な評価をするには至らないが、教育課程については概ね設置計画どおり履行している。特に、
１泊２日で行われる新入生オリエンテーションセミナー、１・２年次に両学科共通で実施される基礎総合演習Ⅰ及びⅡにおい
て、設置の趣旨・目的の理解と、興味関心・学習意欲の喚起につなげるべく、石巻専修大学がこれまで培ってきた経験・実績を
踏まえた内容等の充実に努めた結果、総じて学生の反応も良好である。
　また、人間学部では地域と連携した人づくりを進めており、その推進組織として「石巻圏域保育・教育人材育成推進協議会」
が平成26年２月に設置された。
　２年目以降も引き続き教育課程の充実に取組み、設置計画の履行を着実なものとしていく。定員充足については、人間文化学
科では、緩やかながら改善傾向がみられるものの２年連続で入学定員を下回った。人間教育学科では、２年目に入学定員にほぼ
近い学生数が確保できた。しかし、依然として石巻地域は震災の影響が大きく、暫く全学的に不安定な募集環境が続くと考えて
おり、人間教育学科も含めて引き続き募集活動の一層の強化に努めていくこととしている。

〈平成26年度の総括評価・所見〉
　開設２年目の平成26年度は、新学部として２学年分が揃ったことに加えて、他学部に比べ女子学生の割合が多いこと、地域と
連携した正課および正課外の活動などにも積極的に参加していることなどから、総じて大学全体の活気につながっている。３年
目以降も引き続き教育課程の充実に取組み、設置計画の履行を着実なものとしていくこととしている。
　定員充足については、人間文化学科では１年目から２年目にかけて緩やかな改善傾向を示していたが、３年目（平成27年度入
試）において31人（0.77倍）と大きく改善が見られた。しかし、入学定員的には尚下回っていることから、引き続き募集活動の
一層の強化に努めていくこととしている。また、人間教育学科では３年目（平成27年度入試）においても、ほぼ入学定員に近い
学生数が確保できたことから、今後とも安定した学生の充足に努めることとしている。

〈平成27年度の総括評価・所見〉
　開設３年目の平成27年度は、学部として入学生も多く、１年次から３年次までの学生が揃ったことなどもあり、活気が生まれ
ている。また、大学祭では授業で研究した成果発表や地域行事などにも積極的に参加するなど、新学部の目的に沿った活動を展
開している。完成年度となる４年目も引き続き教育課程の充実に取組み、設置計画の履行を着実なものとしていくこととしてい
る。
　定員充足については、人間文化学科では１年目から２年目にかけて緩やかな改善傾向を示し、さらに３年目（平成27年度入
試）に31人（0.77倍）と大きく改善したが、４年目（平成28年度入試）に17人（0.42）と減少した。４年平均でも0.42倍と0.7倍
に及ばないことから、引き続き募集活動の一層の強化に努めていくこととしている。
　特に、平成29年度入試では家計収入が一定程度以下の者に対して、授業料の半額を4年間減免する新たな制度（進学サポート奨
学生制度）の導入を計画している。また、他学科科目を自学科の履修モデルに取り込み、新たな学びをプラスする学科間ジョイ
ント・プログラムを、平成29年度入学生から全学的に導入することから人間文化学科でも計画している。一方、人間教育学科で
は４年目（平成27年度入試）においても0.7倍を上回る学生数が確保できたことから、前述の進学サポート奨学生制度の活用を呼
びかけるなどして、今後とも安定した学生の充足に努めることとしている。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　財団法人大学基準協会の認証評価の結果及び申請した自己点検評価・報告書については、平成26年4月に公表した。
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　ｂ　公表方法

　上記ａの財団法人大学基準協会の認証評価の結果及び申請した自己点検評価・報告書については、印刷物やＣＤとして、財団
法人大学基準協会の加盟大学や石巻市等の関係機関へ送付するとともに、ホームページに掲載するなどして公表している。

③　認証評価を受ける計画

　石巻専修大学では、大学基準協会による認証評価を７年ごとに受けており、今回（平成24年度に申請準備、平成25年度に評
価）の後の認証評価は平成32年度となる。ただし、平成25年度の評価で努力課題とされた項目については、平成29年度７月末ま
での対応状況を「改善報告書」にまとめ大学基準協会に報告する必要がある。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　2016年　７月　８日　　）

　　　　いて記入してください。

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書
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